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 第１章 序論 
１ 
第 1 章 序論 
1.1 研究の背景 
（1）建物の熱源設備の省エネルギー化の重要性 
2015 年 12 月国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）において､｢世界的な平均気温上
昇を産業革命以前に比べて 2℃よりも十分に低く保つとともに､1.5℃に抑える努力を追求する｣｢今
世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を達成するために､最新の科学
に従って早期の削減を行う｣事が記載され､我が国を含む 55 か国以上が批准し発行に至った｡今後 5
年ごとに見直しを行い国連へ報告､温暖化対策被害への対応･適応策に取り組み､途上国への資金支
援を行う等､具体的な取り組みを開始する｡ 
我が国では､2030 年までに温室効果ガスの 26%削減（2013 年比）､2050 年までに 80%削減を目標
としている｡2030 年の削減目標を見ると､エネルギー転換分門が 27.7%､運輸部門が 27.6%､建築部門
が 39.6%､産業部門が 6.5%と､建築部門の削減目標が大きい｡つまり今後､建物における省エネルギー
化や省 CO2 化が急務と言える｡業務施設（オフィスビル等）を例に取ると､年間一次エネルギー消費

















我が国の地域熱供給事業型は､1970 年の千里ニュータウン地区（大阪府）に始まり現在約 131 地
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表 1.1.1 熱エネルギーの面的利用の概要 



























東京区部･大阪･名古屋･横浜の 4 都市における延床面積 3 千㎡以上のオフィスビルのうち､既築ビ
ルの割合は 99.1%と殆どであり､特に 1982 年（新耐震基準）以降に竣工した､今後設備更新･リニュ
ーアルが考えられるオフィスビルは 71.5%（4 都市調査対象延床面積 3 千㎡以上のオフィスビル延







図 1.1.1 4 都市の年別オフィスビル延床面積調査 
東京区部 大阪 名古屋 横浜
今後3カ年の計画 394万㎡ 38万㎡ 47万㎡ 33万㎡
1982年以降
新耐震基準以降
4,663万㎡ 1,019万㎡ 390万㎡ 412万㎡
1981年以前
新耐震基準以前
1,669万㎡ 549万㎡ 195万㎡ 87万㎡

























的である｡一般的に､最終エネルギーとして消費される 2 次エネルギー量は 1 次エネルギー供給量の
約 2/3 で､転換時に 1/3 を損失､需要側が満足する“暖かさ”や“涼しさ”､“使い易さ”等を各需要のエネ













図 1.1.2 日本のエネルギーバランス(2009 年) 単位 1015J 
 
（4）熱エネルギーの面的利用における再生可能エネルギー活用 
2018 年 7 月に､政府より第五次エネルギー基本計画が示された｡2030 年におけるエネルギーミッ
クスの確実な実現や 2050 年におけるエネルギー転換･脱炭素化への挑戦が目指されている｡特に注
目すべきは､再生可能エネルギーの主力電源として位置付けたことである｡2030 年度における再生
可能エネルギー電源の比率は 22~24%である｡その内訳を図 1.1.3 に示す｡太陽光とともにバイオマス
への期待が大きい｡ 











































我が国を代表する地域熱供給事業者である丸の内熱供給株式会社は､1976 年 4 月に大手町地区で
熱供給を開始後､丸の内一丁目･二丁目地区､有楽町地区へ供給エリアを拡大し､現在は､内幸町地区､
青山地区を合わせ､合計 6 地区で熱供給事業を行っている｡2013 年 3 月時点における熱供給先の建物
合計は 105 箇所で､オフィスビル･ホテル（85 棟）､地下鉄駅舎（17 駅舎）､地下通路（3 通路）であ
る｡供給先の総延床面積は約 618 万 m2､冷熱源能力は合計約 120,000RTh､温熱源能力 630TON/h（蒸
気換算）で､合計 18 箇所の熱供給プラントから､熱供給配管を通じて各供給先建物へ熱供給を行っ
ている｡熱供給配管の総延長は約 27km､洞道の総延長は約 4km である｡ 
大手町地区はその中で最も古く､1976 年に供給を開始していたが､2012 年 10 月､大手町フィナン
シャルシティサブプラントを新設､それにあわせて､既存の大手町センター､大手町カンファレンス
センターサブプラントと連携運転を 2013 年 3 月から開始した｡当初､事務所ビル中心のエリアのプ
ラントは冷熱ピークの 50%以上の負荷は､年間積算時間の約 7%程度にしかならず（図 1.2.1）､結果
大手町地区では既存 2 プラントのみの連携時には､エリア内 COP が 1.167 であった｡単体のエリア
COP1.737 の大手町ファイナンシャルシティサブプラントを連携させた結果､ 3 プラントのエリア




図 1.2.1 年間冷熱供給累積負荷曲線 
（既存 2 プラントケース） 
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最大熱融通量は､冷熱が 800m3/h（口径 350A）→ΔT=6.5℃とすると 1,720RT 相当で､名駅南地区冷
熱設備容量に対して 23.6%､名駅東地区の同容量に対して 16.1%である｡同様に､温熱（蒸気）につい
ては､最大熱融通量が 5t/h（口径 350A:蒸気管､80A:還水管）で､名駅南地区設置ガスボイラ能力の
14.7%､名駅東地区設置ガスボイラ能力の 12.8%を有する｡（図 1.2.4） 
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※Ⓜ:ネットワーク（冷熱）計量装置｡最大融通量 800 ㎥/h､温度差 6.5℃で 1,720RT 相当量 
※HEX:冷熱ネットワーク熱交換器 


















































































本事業の実施は 2006 年 4 月である｡建物竣工から 14~19 年経過していた 3 施設の設備機器更新
に合わせて実施された｡その中で､それぞれの建物の需要パターンが異なり､3 施設連携することに
よって負荷が平準化される事から｢建物間熱融通｣を導入し､大きな省エネルギーを実現している｡9











































図 1.2.5 新横浜 3 施設建物位置関係 
（http://www.tokyogas-es.co.jp/case/ 
municipality/yokohama3.html） 
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1987 年竣工し､3 建物の中で最も古いリハビリテーションセンター（他の 2 建物は 1992 年竣工）




のうち 1 台を 280RT→225RT に､総合保健医療センター設置のガス直焚吸収冷温水機 2 台のうち 1
台を 240RT→225RT に更新である｡ 
②熱融通の概要 


































































































































事業者にヒヤリング調査を行った（2013 年 6 月 17 日）｡ 
①熱供給側概況: 
熱供給元である神戸市東部スラッジセンターは､六甲アイランド CITY 住宅ゾーンの北東部から




























図 1.2.10 六甲アイランド CITY 地域温水配管 
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③熱供給料金 
供給対象戸数は､3601 戸､利用料金は各戸､それぞれ入居時 100 千円､毎月 1575 円/月（税込:2013 年



































地区､有明南地区､有明北地区､及び青海地区の 4 つに区分され､そのうち､有明北地区を除く 3 地区
において地域熱供給が行われている｡ 
地区内には 1994 年に竣工した有明清掃工場が立地し､5,600kW の背圧抽気タービンが 1 基設置






図 1.2.11 東京臨海副都心地区の供給区域図 
 
図 1.2.12 東京臨海副都心地区におけるごみ焼却廃熱利用システムの概要図 
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1.2.3 海外における協力型及びバイオマス利用熱エネルギーの面的利用の先進事例 
2000 年に英国政府は英国内における気候変動政策を取りまとめた｢気候変動プログラム(The UK 






























②London Olympic Park Energy Centre について 
GDF Suez（仏）のエネルギーサービス部門である Cofely 社が建設･運営し､ロンドンオリンピック
パーク内で熱供給を行っている｡同開発地には約 100 の土地所有者いたが､政府主導で短期間に土地
図 1.2.13 London Olympic Park 位置図 






ルギーサービス契約では英国で最長）又､行政側（オーナー）の契約者である Olympic Delivery 
Authority（ODA）は 40 年間､組織が継続しない事を考慮して､契約者は別に継承される事を想
定している｡ 
⚫ オリンピック･パーク内の熱料金は､同料金フォーミュラーに基づいて 6 ヶ月に 1 回見直しが
行われる（英国で初めて）｡フォーミュラー中のインデックスは公的な値を使用している（例
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⚫ 40 年間のコンセッションの中で､CCHP（Combined Cooling Heating and Power）で年間 30%以上､
バイオマスボイラで年間 10%以上の低炭素化目標が記載されている｡ 
⚫ 初期投資:1 億￡（1￡=190 円換算で､190 億円） 
⚫ エネルギーセンター設備（2008 年 10 月着工➡2010 年 10 月供給開始） 
 
表 1.2.3 各エネルギーセンター設備 
キングスヤード･エネルギーセンター ストラトフォード･エネルギーセンター 
･天然ガス CHP: 
3.1 MW（GE Jenbacher J 620）☓ 1 基 
･天然ガス炊きボイラ: 20MW ☓ 2 基 




3.1 MW（GE Jenbacher J 620）☓ 2 基 
･天然ガス炊きボイラ: 20MW ☓ 2 基 
･蒸気吸収式チラー:4.0 MW 
･アンモニア吸収チラー:35 MW 
















写真 1.2.1  キングスヤード・ 
エネルギーセンター外観 


















既往研究 1-9)1-10)1-11)から､英国における CO2 排出削減のための地域冷暖房事業と都市づくりの関
係について紹介されている｡時系列的には､英国中央政府が 2000 年に Climate Change, The UK 
Programme から 2012 年まで､10 の計画･法律を位置付け､特に 2008 年 Climate Change Act の中で
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（2）London of Borough of Islington（協力型熱エネルギーの面的利用） 
イズリントン区のエネルギー面的利用は低炭素都市の形成と弱者支援の両立を目的に整備された
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②具体的なプロジェクト内容（Bunhill Energy Centre の事例） 







⚫ エネルギーセンターにはガスエンジンは 2MW と 2.25MW 相当の貯湯槽を設置している｡850 程












⚫ ホテル等の比較的大型のボイラや CHP からの熱を買い取るメニューもある｡ 



















クを図 1.2.15 に示す｡赤実線が Bunhill Energy 






ー化と CO2 削減を目指す検討を行っている｡ 




写真 1.2.3  Bunhill Energy Centre 外観 
図 1.2.15 Bunhill Energy Centre の配置と周辺の熱ネットワーク状況 





⚫ 第一段階で既に建物･街区レベルで熱供給を行っている複数の需要場所に新たに CHP を設置し
たエネルギーセンターと熱ネットワークから成る小規模クラスタⒶを構築する｡次に､大型のエ
ネルギーセンターを建設､小規模クラスタ間を連結する地域クラスタⒷに展開する｡ 
図 1.2.16  Ⓐ小規模エリアクラスタとⒷ連結型地域クラスタのイメージ図 
 




いる｡なお、Bunhill Energy Centre クラスタの位置を図 1.2.18 中に示す。 
⚫ ボイラ効率を 75%としガス消費量から建物の年間温熱需要を計算した｡配管熱損失は各建物の年
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⚫ 結果､図 1.2.18 に示す小規模エリア別クラスタを A~N の 14 の小規模クラスタを設定した｡ 
図 1.2.17 イズリントン区内の熱負荷及び貧困層地区 
 
図 1.2.18 小規模クラスタの設定 
 
Bunhill Energy Centre 
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⚫ 2007 年のイズリントンのガス及び電力の各消費量から CO2排出量は 89 万 ton/年｡ 
⚫ それぞれの小規模クラスタに設置する小規模エネルギーセンター内の CHP 容量計算時の条件を
以下の様に定めている（表 1.2.4）｡ 
表 1.2.4  CHP 容量計算時の設定条件 
変数 入力値 
全負荷相当の年間稼働時間 5000 時間 
CHP によって賄う年間熱需要最大割合 70% 
蓄熱容量 最大 CHP 熱出力(kW)の 5 時間 
ベースｹｰｽのボイラ効率 80% 
⚫ 上記前提条件で CHP から供給可能な熱の割合（70%）と年間運転時間（5000 時間）と設定して
いることが特徴的である｡そして､その選定条件で各小規模クラスタの熱需要に最も適した CHP
容量について市販の 70kW~16MWのガスエンジンユニットリストから選択している｡結果年間エ
ネルギー収支計算を行い年間の CO2削減量を求めている（表 1.2.5）｡ 
















クラスタ A 10,854,426 4,187 1,406 1.343 62 2,140 
クラスタ B 31,074,088 10,037 4,029 3,914 63 6,167 
クラスタ C 6,849 3,029 3,029 3,020 59 4,722 
クラスタ D 16,960,045 7,201 1,600 1,792 53 2,511 
クラスタ E 2,661,329 1.131 307 358 67 417 
クラスタ F 2,635,437 896 307 358 68 416 
クラスタ G 2,144,723 998 185 280 65 281 
クラスタ H 9,245,409 3,958 1,150 1,195 65 1,658 
クラスタ I 4,537,806 1,830 500 527 58 614 
クラスタ J 1,120,398 665 70 104 46 102 
クラスタ K 4,787,234 1,842 526 640 67 750 
クラスタ L 9,068,060 3,849 1,150 1,195 66 1,656 
クラスタ M 26,989,596 11,195 3,029 3,020 56 4,740 
クラスタ N 10,206,641 4,830 1,406 1,343 66 2,131 
合計      28,305 
⚫ 以上の様に､イズリントン区はまだ接続されていない自らが所有する団地を中心に熱ネットワー
クを構築､その各小規模クラスタにガスエンジン CHPを設置して､28,305t/年の CO2削減量が期待
できると試算した｡（イズリントン区 CO2排出量の 3.18%に相当量） 
 
 







⚫ 図 1.2.18 の小規模クラスタ集積の度合いを考慮した連結型地域クラスタに展開を想定､以下の 3
つ（南地区:図 1.2.18 中の紫色の破線円､中央地区:同図中ダークブルーの破線円､北地区:朱色の破
線円）を設定している｡ 
⚫ 小規模クラスタと同様の CHP 容量計算時の設定条件を使って､地域クラスタのエネルギーセン
ターの CHP 容量及び CO2削減量をシミュレーションしている｡同結果を表 1.2.6 に示す｡ 
 






























88,192,810 37,297 15,743 14,911 70% 21,809 4,975 
中央地
区計画 
19,690,846 9,158 2,430 2,399 67% 4,138 1,013 
北地区 
計画 
47,957,999 17,037 7,744 6,148 64% 9,513 1,522 




告している｡（イズリントン区 CO2 排出量の 4.02%相当量） 
⚫ 特に､南地区のイズリントン区の住宅は小規模クラスタ M､B､N の周りに配置されており､潜在的
に実現可能性の高いグループと考えられている｡なお､小規模クラスタ B のエネルギーセンター
が前記の Bunhill Energy Centre である｡ 
⚫ 地域クラスタの CHP を木質バイオマス CHP に置き換えた検討も行っている｡バイオマス CHP は
蒸気タービンを選定し試算している｡（表 1.2.7） 
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88,192,810 37,297 5,400 10,000 57%※2 23,703 6,869 
中央地
区計画 
19,690,846 9,158 625 2,810 70% 4,366 1,241 
北地区
計画 
47,957,999 17,037 1,540 7,105 70% 10,542 2,550 
合計       10,661 




⚫ CO2 削減量は大型ガスエンジン方式よりも更に 10,661 t/年追加削減できる（イズリントン区 CO2
排出量の 4.38%相当量）試算結果となっている､但し､懸念事項として以下の事項を指摘している｡ 
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図 1.2.19 イズリントン区内小規模クラスタ俯瞰図 
 
図 1.2.20 地域暖房計画のための分散型エネルギーシステム開発構想と潜在的供給地点 
 
Bunhill Energy Centre 
Bunhill Energy Centre 



























（Smart Heat Grid 以下､SHG を記す）｣と称する｡ 




ージエネルギーレーションシステム（以下 CGS と記す）を有する建物間において太陽熱と GGS 廃
熱を双方向熱融通の実証試験を行い､熱融通効果を確認した｡ 
第 5 章では､既成市街地における段階的な建物や熱源設備の更新ｹｰｽとして､4 つの既築建物が段
階的に熱源設備を更新する｢基本形 SHG モデル｣を想定し､SHG による継続的な省エネルギー化と
熱源設備の低負荷率稼働時間の低減等の熱融通効果を分析した｡ 
第 6 章では､既成市街地における既存地域熱供給の熱源プラントから需要家以外の周辺建物で形
成された SHG に熱融通する｢地域熱供給連携型 SHG モデル｣を想定し､その熱融通効果と事業性な







する｢地域熱供給連携型 SHG における都市型バイオマス利用モデル｣を想定し､その効果を分析した｡ 
第 8 章では､本論文で得られた知見を取りまとめる｡ 
 
 なお､上述した第 5 章から第 7 章で検討するモデルのイメージを図 1.4.2 に示す｡ 
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・国内外事例調査   既築建物に導入したSHG
  による建物間双方向熱融通
第２章：建物間双方向熱融通   の有効性に関する研究
  ネットワークシステム ・検討条件の設定
  の検討 ・導入効果の評価
・建物間熱融通の整理
・建物間双方向熱融通モデル
    の概要 【SHG地域冷暖房連携型】
・SHGの考え方 第６章：既存地域冷暖房と連携したSHG
（熱融通量・熱融通配管口径   による建物間双方向熱融通に




  接続装置）に関する ・環境性「省エネルギー性）及び







第４章：建物間熱融通に関する   ガスのポテンシャルと地域熱







 （Urban Biomass Energy System）
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図 2.2.1 建物間双方向熱融通ネットワークシステム（SHG）のイメージ図 
注）熱融通配管は冷温熱融通の場合は 4管・熱ルータは 2ケとなる。 
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図 2.3.2 双方向熱融通・各建物内機器構成と熱媒の流れ（α→β・γ） 
 
































































熱ルータは SHG 主要技術要素であり、関連する留意事項を本章後段で記述する。 
 
 
図 2.3.4 熱ルータによる双方向熱融通・各建物内の熱媒の流れ（α→β・γ） 
 




























行い、全建物の熱源年間平均 COP が高くなる様に、予め熱源の稼働優先順位を決定しておく。 
A、B、C、D の 4 ビルを例に熱ルータの供給・受入役割切替選択の考え方を以下に示す。A の建物
負荷を LA、同様に B、C、D の各建物負荷を LB、LC、LD、各建物熱源容量を QA、QB、QC、QDとす
る。又、各ビルから熱供給時の熱融通に伴うエネルギーロスを DA、DB、DC、DD、そして予め実行
したシミュレーション結果から、熱源の稼働優先順を A→B→C→D と設定する。 





























図 2.3.6 熱ルータ供給・受入役割切替選択の考え方 
開始
① LA +LB +LC +LD(=LALL)
<QA +QB +QC +QD
② QA - LA - DA > 0
A供給役割(α※ = QA - LA - DA)
③ LALL-α
<QB +QC +QD
⑤ QB - LB - DB > 0
B供給役割(β※ = QB - LB - DB)
⑥LALL–(α+β)
<QC +QD
⑧ QC - LC - DC > 0
C供給役割(γ※ = QC - LC - DC)
エラー処理










































































































































１ 2,000 4,000 6,000 8, 00
ピーク負荷の 10 %ライン
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𝑙 ：配管延長 [m] 
𝑣 ：流速[m/s] 
𝑔 ：重力加速度[m/𝑠2] 
𝑓 = 0.002 ×
0.0005
𝑑
                                                            (2.2) 
𝑑 ：配管内径[m] 
𝐻 = 𝐻𝑓 × 𝑎                                                                             (2.3) 
𝑎 ：損失水頭補正係数(1.2) 
𝑃𝑝 = 0.163 × 𝛾 ×
𝐻 × 𝑄
𝑛𝑝




𝑄 ：流量[𝑚3/min.]  
𝑛𝑝 ：ポンプ効率(70%) 
流配管口径を 50A～300A、流量を 0.5m3/min.～3.0m3/min.と変化させて、単位配管長さ当りの搬送
動力を算出した。その結果を図 2.3.8 に示す。 
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𝜃𝑠𝑖 ：保温内側温度[℃]  
𝜃𝑎 ：周囲温度 [℃] 
𝑑𝑒 ：保温材の外径 [m]公共建築工事標準仕様書から 25mm で計算 
𝑑𝑖 ：保温材の内径 [m]50A～300A で計算 
𝜆  ：保温材の熱伝導率[W/m･K]JIS A 9504/グラスウール保温管 
𝛼  ：表面熱伝達率[W/𝑚2･K] JIS A 9504 附属書から 12 W/𝑚2･K 
保温内側温度を 30℃～100℃、保温材の内径を 50A～ 300A とした場合の熱ロスを算出した。同
結果を図 2.3.9 に示す。 
 




の搬送動力及び放熱ロスは表 2.3.10 となる。 
 
































50A 100A 150A 200A 250A 300A
熱ロス(内側温度100℃) 0.030 0.050 0.068 0.086 0.104 0.123
熱ロス(内側温度80℃) 0.022 0.037 0.050 0.063 0.077 0.090
熱ロス(内側温度60℃) 0.014 0.023 0.032 0.040 0.049 0.057
熱ロス(内側温度40℃) 0.007 0.011 0.015 0.020 0.024 0.028
搬送動力(流量3.0m3/分) 12.323 0.331 0.045 0.011 0.004 0.001
搬送動力(流量2.5m3/分) 7.132 0.192 0.026 0.006 0.002 0.001
搬送動力(流量2.0m3/分) 3.651 0.098 0.013 0.003 0.001 0.000
搬送動力(流量1.5m3/分) 1.540 0.041 0.006 0.001 0.000 0.000
搬送動力(流量1.0m3/分) 0.456 0.012 0.002 0.000 0.000 0.000
搬送動力(流量0.5m3/分) 0.057 0.002 0.000 0.000 0.000 0.000
放熱ロス
搬送動力
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熱媒温度 80℃の場合における、搬送動力＋放熱ロスの合計値を図 2.3.10 に示す。 
 
図 2.3.10  配管口径別の放熱ロス＋搬送動力（熱媒温度 80℃） 
 
図 2.3.10 から配管口径が 200A 程度までのエネルギーロスは搬送動力が支配的であるが、それ以
上の大口径配管は、配管表面積が大きくなるため放熱ロスが支配的となる傾向が確認できる。以上











+ 𝑃𝐿             (2.6) 
Q   ：時刻別熱融通量 
𝐶𝑂𝑃𝑅：自己熱源のＣＯＰ 
𝑅𝐿   ：時刻別配管放熱ロス  
𝐶𝑂𝑃𝑆 ：熱融通する熱を製造する熱源のＣＯＰ 





























































































































































ない）し、ループ管路を構築する。熱媒の流れと配管中の圧力分布のイメージを図 3.2.1 に示す。 
 




図 3.2.1 熱ルータを用いた熱媒の流れと圧力分布イメージ 
 
(a)は A/B 及び C/D の 2 つのループ管路、以下(b)は A/B/C/D の 1 つ、(c)は A/B 及び C/D の 2 つ、
(d)は A/C/D の 1 つ（この中で(a)と(c)は B・C 間で熱媒が流れない状態。以下「流量＝０制御」と記
載）。但し、(e)は異なる圧力域を同一配管内で成立できないので、目的の熱搬送する事ができず、(f)
















































































































各需要先の位置は同一高さとし、配管圧損・熱媒膨張等は考慮していない。※PFP: Pressure fixed point 







































































もので、実際のＳＨＧには設置しない。実験装置外観を写真 3.2.1 に示す。 
 
 
図 3.2.4 熱ルータ相互水搬送制御実験装置構成図 
 
 























写真 3.2.1 熱ルータ相互水搬送制御実験装置外観 
 
3.3.3 熱ルータの制御ロジック 








4 台の熱ルータで供給・受入の組合せ 38 通りの相互水搬送実験を行った。流量の組合せは、実験
装置のポンプ最大～最小の出力範囲の中で実現できる流量とし、ネットワーク内の圧力勾配を最大
限発生させることを制約条件に設定した。但し、実験装置ゆえに、十分な圧損が取れない配管延長・
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認した。なお、4 台の熱ルータ・38 通りの組合せは、以下の様に考えた。 
① 4 台が全て運転するケース：それぞれが供給又は受入の役割となるので、24で 16 通りあるが、
全てが供給又は受入となる場合を除いた、14 通りを対象とした。 
② 4 台中 3 台が運転するケース：4 台の熱ルータから 3 台を選択する順列総数なので、4Ｐ3＝24
通りとなる。そのうち、全てが供給・受入となる 6 通りを除く、18 通りを対象とした。 
③ 4 台のうち 2 台が運転するケース：②と同様に、4Ｐ2＝12 通りとなる。そのうち、全てが供
給・受入となる 6 通りを除く、6 通りを対象とした。 
以上の計 38 通りを実験対象とした。 
3.3.5 実験要領 
上記の 38 通りのケースについて、4 台の熱ルータを起動し自動制御にて水搬送を行い、所定の流
量分布になるか確認した。更に、異なる流量分布に移行させて、目標精度と移行時間について、 
⚫ 所定の流量分布を自動制御で達成する場合の誤差は目標値の 10％以下 









表 3.2.2 実験の組合せ（4台供給・受入モード） 
 
熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
102 ▲4.5 ▲4.5 ▲4.5 13.5
103 ▲4.5 ▲4.5 13.5 ▲4.5
104 ▲7.0 ▲10.0 7.0 10.0
105 ▲4.5 13.5 ▲4.5 ▲4.5
106 ▲10.0 7.0 ▲7.0 10.0
107 ▲7.0 10.0 7.0 ▲10.0
108 ▲13.5 4.5 4.5 4.5
109 13.5 ▲4.5 ▲4.5 ▲4.5
110 10.0 ▲7.0 ▲10.0 7.0
111 10.0 ▲7.0 7.0 ▲10.0
112 4.5 ▲13.5 4.5 4.5
113 10.0 7.0 ▲10.0 ▲7.0
114 4.5 4.5 ▲13.5 4.5
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表 3.2.3 実験の組合せ（3台供給・受入モード） 
 
 











以上の 3 通り。 
熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
202 ▲5.0 ▲8.5 13.5 －
203 ▲8.5 13.5 ▲5.0 －
204 ▲13.0 8.0 5.0 －
205 13.0 ▲5.0 ▲8.0 －
206 8.0 ▲13.0 5.0 －
207 8.0 5.0 ▲13.0 －
210 ▲8.5 ▲5.0 － 13.5
211 ▲5.0 13.5 － ▲8.5
212 ▲13.0 5.0 － 8.0
213 13.0 ▲5.0 － ▲8.0
214 8.0 ▲13.0 － 5.0
215 8.0 5.0 － ▲13.0
218 ▲7.0 － ▲5.0 12.0
219 ▲7.0 － 12.0 ▲5.0
220 ▲12.0 － 5.0 7.0
221 12.0 － ▲5.0 ▲7.0
222 7.0 － ▲12.0 5.0




熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
302 ▲10.0 10.0 － －
303 10.0 ▲10.0 － －
306 ▲6.0 － 6.0 －
307 6.0 － ▲6.0 －
310 ▲11.0 － － 11.0


















実験を行った組合せを表 3.2.5 に示す。 
 




熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
302 ▲10.0 10.0 － －
204 ▲13.0 8.0 5.0 －
107 ▲7.0 10.0 7.0 ▲10.0
204 ▲13.0 8.0 5.0 －









「実験番号 302」について、熱ルータ B を FIC として、熱ルータ A の出力を手動で徐々に上げな
がら、目標流量に到達するインバータ出力値の探索を行った結果を図 3.2.5 に示す。 
 
 
図 3.2.5 予備実験（実験番号 302） 
 
図中の区間【Ａ】では、ポンプの出力が不足して目的の流量に到達出来ていない。【Ｂ】のポイン







表 3.2.2、表 3.2.3、表 3.2.4の実験組合せに対する予備実験の結果として得られたΔＰ値を表 3.2.6、
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表 3.2.6 予備実験結果（4台供給・受入モード） 
 
 
表 3.2.7 予備実験結果（3台供給・受入モード） 
 
熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
102 ▲4.5 ▲4.5 ▲4.5 13.5 29
103 ▲4.5 ▲4.5 13.5 ▲4.5 29
104 ▲7.0 ▲10.0 7.0 10.0 16
105 ▲4.5 13.5 ▲4.5 ▲4.5 26
106 ▲10.0 7.0 ▲7.0 10.0 30
107 ▲7.0 10.0 7.0 ▲10.0 10
108 ▲13.5 4.5 4.5 4.5 33
109 13.5 ▲4.5 ▲4.5 ▲4.5 20
110 10.0 ▲7.0 ▲10.0 7.0 29
111 10.0 ▲7.0 7.0 ▲10.0 29
112 4.5 ▲13.5 4.5 4.5 32
113 10.0 7.0 ▲10.0 ▲7.0 33
114 4.5 4.5 ▲13.5 4.5 32





熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
202 ▲5.0 ▲8.5 13.5 － 22
203 ▲8.5 13.5 ▲5.0 － 36
204 ▲13.0 8.0 5.0 － 34
205 13.0 ▲5.0 ▲8.0 － 32
206 8.0 ▲13.0 5.0 － 37
207 8.0 5.0 ▲13.0 － 38
210 ▲8.5 ▲5.0 － 13.5 35
211 ▲5.0 13.5 － ▲8.5 19
212 ▲13.0 5.0 － 8.0 36
213 13.0 ▲5.0 － ▲8.0 34
214 8.0 ▲13.0 － 5.0 36
215 8.0 5.0 － ▲13.0 38
218 ▲7.0 － ▲5.0 12.0 28
219 ▲7.0 － 12.0 ▲5.0 26
220 ▲12.0 － 5.0 7.0 35
221 12.0 － ▲5.0 ▲7.0 28
222 7.0 － ▲12.0 5.0 28
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熱ルータA 熱ルータB 熱ルータC 熱ルータD
302 ▲10.0 10.0 － － 29
303 10.0 ▲10.0 － － 29
306 ▲6.0 － 6.0 － 8
307 6.0 － ▲6.0 － 9
310 ▲11.0 － － 11.0 36













➢ 起動順序 Ａ → Ｂ 
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➢ 起動順序 Ａ→Ｂ→Ｃ→Ｄ 
 




































































流量が 6.7L/min 程度まで上昇したところで目的の差圧に達して出力が安定した。 
次に熱ルータＢのポンプを起動、FIC 制御を開始した。熱ルータＢの目標流量に向かって上昇し、











表 3.2.9 及び表 3.2.10 に自動化実験を実施した全ての組合せの結果を示す。表 3.2.9 は目的の差圧
及び流量に到達してインバータが安定した平衡状態における各種計測結果であり、表 3.2.10 は全て
の組合せの設定流量と計測流量の誤差である。同結果から、平衡状態における設定流量と計測流量




















  第３章 熱ルータ（熱融通相互接続装置）に関する実験研究 
６２ 
 
表 3.2.9 自動化実験結果一覧 1（計測値） 














なお、同結果は図 5.2.8 に示す。 
 























設定流量と計測流量の誤差の最大は、表 3-2-8 から最大 5.8%、平均 0.6%で、全ての組合せ
に対する目標誤差 10%以内で達成できることを確認した。また、停止状態から異なる流量バ
ランス状態に遷移させた場合、全熱ルータ 4 台の間を融通する遷移制御をさせた場合でも、
概ね 3 分程度で流量が安定する事を確認できた。 
 
  













































































(4) 実験装置のポンプ定格容量は 15ℓ/min、配管口径 20A(JIS G 3459 Sch40、内径 21.4mm)、である
ので、水の動粘性係数をνとすれば、レイノルズ数はＲe=ＶＤ/ν（Ⅴ：平均流速(m/s）、Ｄ：管の
直径(m))から、Ｒe=0.0149/ν。街区レベルの熱融通配管も同じレイノルズ数とすれば、配管内流
速は 50A（内径 52.7mm）で、0.0149/ν=Ⅴ×0.0527/ν から、Ⅴ≒0.28m/s 、200A(内径 199.9mm)

































3-1) 荒木他: スマートヒートグリッド用熱ルータの開発 第一報 ４台の熱ルータ間での相互水搬送
実験報告, 空気調和・衛生工学会大会学術論文集, pp309-312, 2015.9.16～18(大阪) 
3-2) 坂東修著: Excel で解く配管とポンプの流れ, (株)オーム社, 2011.2.25 
































































図 4.2.1 千住 SEN 建物レイアウトと導入設備配置 
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4.3.2 建物間熱融通制御の概要 












































































以上から、表 4.3.1 に示す様に、双方向熱融通による省エネ・ＣＯ2 削減効果は省エネ量 194GJ/年、
ＣＯ2削減量は 16t-ＣＯ2/年となった。 
 
表 4.3.1 建物間熱融通制御による省エネ・ＣＯ2削減効果の評価結果 
  双方向熱融通導入効果 
（2011年度実績） 
特別養護老人ホーム給湯需要 733 GJ/年 
熱融通量 257 GJ/年 




温水製造に要する一次エネルギー消費量 173 GJ/年 
搬送動力による一次エネルギー消費量 45 GJ/年 
省エネ量（省エネ率） 194 GJ/年（21％） 
熱融通により削減されるＣＯ2排出量 20,957 kg-ＣＯ2/年 
熱融通に発生するＣＯ2排出量 5,161 kg-ＣＯ2/年 
ＣＯ2削減量 15,796 kg-ＣＯ2/年 
 
 結果、熱融通制御による特老ホームの省エネ・ＣＯ2削減効果は、給湯需要 733GJ のうち、約 45％
（312GJ/年）を熱融通受入分と太陽熱で賄い、省エネ率は 21%、ＣＯ2削減率は 34%と大きな効果が
ある事を確認した（図 4.3.3）。また、太陽熱の余剰熱は太陽熱集熱量の 43%（55GJ/年）生じ、EC に
熱融通した。 




図 4.3.3 双方向熱融通量の内訳 
 
 
図 4.3.4 特別養護老人ホームの省エネルギー効果 
 
（２） 太陽熱及び CGS 廃熱を活用した建物間熱融通制御の検証 
熱融通制御技術の確認結果として、2011 年 9 月 28 日データを代表日とし、千住 SEN 側設置太陽
熱集熱量と日射量の関係を図 4.3.4 に、特別養護老人ホームにおける温熱需要と供給エネルギー源





2011 年 9 月 28 日は晴天であり、8:00～16:00 に安定した集熱量が確認できる。特老ホームにおけ
る給湯需要が発生する 8:00～13:00 に自家消費を行い、需要が少ない 13:00～16:00 は太陽熱が余剰
となり、EC へ融通している。一方、特老ホームに給湯需要があり、太陽熱集熱量では不足する時間
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図 4.3.4 特別養護老人ホームにおける太陽熱集熱量と日射量(2011/9/28) 
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御との差異を確認、省エネルギー化を目的に太陽熱や CGS 廃熱の利用率向上を図った。 
両制御による結果を比較すると、 






② ジェネリンクのガス追焚モード OFF 機能による低炭素化 
ジェネリンクは「通常の台数制御」では高負荷域でガスを使用するが、「熱源統合制御」はガス追焚




 2011 年 8 月 9 日（火）の冷房負荷実績を元に、時刻別冷熱製造量と同エネルギー源内訳及び年間
省エネルギーそして太陽熱と CGS 廃熱の利用率について「通常の台数制御」のシミュレーションで
求めた結果と「熱源統合制御」の実績値の比較を図 4.4.2 に示す。 
  




図 4.4.2 「台数制御(上)」と「熱源統合制御(下)」の時刻別冷房出力 
 
 以上から、「熱源統合制御」は「通常の台数制御」に比べて、太陽熱と CGS 廃熱の利用率が通常
の「台数制御」が 87.2％に対し、「熱源統合制御」97.8％と比率で 12％程度向上した。結果、図 4.4.2
に示した様に、ジェネリンクのガス使用量が減少し、CGS 電力の使用割合が増え、7 時～22 時の










































蒸気 温水 ガス ＣＧＳ電気 電気 太陽熱温水＋CGS廃熱
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（２） 「熱源統合制御」の概要 
 「熱源統合制御」は、太陽熱や CGS 廃熱を最大限活用するため、ジェネリンクが太陽熱や CGS
廃熱を最大活用する負荷率に調整する冷水流量を変えて、負荷按分比率調整を行っている。 
具体的には、図 4.4.3 に示す様に、蒸気ジェネリンクとガス焚ジェネリンクの冷水流量を以下のよう











格能力稼動できるようにしている）2011 年 8 月 9 日の熱源統合制御を行った廃熱利用熱源の負荷率
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図 4.4.3 廃熱利用熱源負荷率調整の仕組み 
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図 4.4.5 夏期代表日における稼動実績（2011年 8月 9日） 
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図 4.4.7 冬期代表日における稼動実績（2012年 2月 9日） 
 
4.5まとめ 





で自家消費し、余剰熱分の 43%を EC 側に熱融通した。結果、特老ホームでは従前のガスボイラ方
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4-3) 永井猛,佐々木裕文,和田祐介,土橋亮太. 特定エリアにおけるスマートエネルギーネットワーク
実証事業について：（第 1 報）千住スマートエネルギーネットワークの計画と目論見, 空気調




ネルギーネットワーク実証試験（第 2 報）千住スマートエネルギーネットワークの 1 年間の実
績, 空気調和・衛生工学会/学術講演会論文集平成 24 年(3),2437-2440 
4-6) 和田祐介/佐々木裕文/永井猛/土橋亮太, 特定エリアにおけるスマートエネルギーネットワーク
の実証試験：第 2 報千住スマートエネルギーネットワークの 1 年間の実績, 日本建築学会/学術






























































を全熱源年間平均 COP が高くなる様に稼働優先順位定め、COP が高くなる熱源機の稼働負荷率を
上げ、比例制御域で稼働させる事で熱源機の省エネルギー運用を行う。 





















5.2 段階的に熱源更新を行う既築建物に導入した SHG の導入効果 
5.2.1 対象既築モデルビル配置の設定 
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８４ 
5.2.2 ４つの既築モデルビルを対象とした双方向熱融通シミュレーションの考え方 
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⚫ A ビルが熱源更新する際に、熱融通配管及び各建物に熱ルータを設置し、SHG を構築し双方
向熱融通を行う設定とした。その後、熱源の稼動順は、双方向熱融通を行う事を前提に、4 ビ
ル全熱源の年間製造熱量を一次エネルギー換算したエネルギー使用量で除した値を「全熱源















率化を考慮した COP の設定した（表 5.2.1）。なお、本シミュレーションでは、3 度目の設備
更新時の 26 年度目に A ビル、31 年度目に B ビルを建替と設定したが、建物規模、同負荷は
同じとした。 
 
表 5.2.1 各既築モデル建物の熱源の構成と効率等設定仕様 
 
能力 台数 能力 台数 能力 台数 能力 台数
[kW] [台] [kW] [台] [kW] [台] [kW] [台]
GE 370 2 37% AR 527 2 1.00 0.80 HPC 118 10 3.20 3.20 HPC 118 5 3.50 3.50
GL 738 2 1.30 0.86 B 500 2 0.80
HPC 150 10 4.50 4.50
AR 527 2 1.40 0.86
B 500 2 - 0.86
HPC 118 10 5.00 5.00
HPC 118 5 5.25 5.25
GE 370 2 37%
GL 738 2 1.70 0.86
HPC 150 10 5.75 5.75
HPC 150 7 6.00 6.00
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5.2.3 熱融通量の設定 
SHG の適用条件から熱融通配管口径は 200A 以下、従って、架橋ポリエチレン管の場合（JIS K 
6769）、配管内径は 182mm、熱媒温度差を冷熱の 5℃とすると、π×(182(mm)/1000)2÷4×3600×5℃
×4.1868÷3.6＝1,089.2kW。ここで、A ビルの冷熱源総容量は 2,976kW（=738kW×2 台+150kW×10
台）から、30%値が 892.8kW となるため、熱融通量を最大各建物熱源の総容量の 30％相当量とした。
なお、感度分析の観点から同 10%、20%相当量も加えて、3 つのケースを各建物の熱融通量（熱ルー
タ交換熱量）とした（表 5-3-2）。又、熱媒温度条件は、冷熱 7℃→12℃（熱融通配管内平均温度 9.5℃）、
温熱 65℃→55℃（同平均温度 60℃）、それぞれ温度差 5℃・10℃で熱融通量を設定した。なお、配管
口径 200A の最大熱融通量を建物熱源総量の 30%相当量とした。更に、感度分析の観点から同 10%、
20%相当量のケースもシミュレーションを行った。表 5.2.2 に各既築モデル建物の供給熱量を示す。 
 










表 5.2.3 双方向熱融通パターンの組合せと融通可能な熱量（必要能力） 
 
Ａビル Ｂビル Ｃビル Ｄビル Ａビル Ｂビル Ｃビル Ｄビル
10% 供給熱量（㎾） 297.6 105.4 118.0 59.0 248.8 205.4 118.0 59.0
20% 供給熱量（㎾） 595.2 210.8 236.0 118.0 497.6 410.8 236.0 118.0
30% 供給熱量（㎾） 892.8 316.2 354.0 177.0 746.4 616.2 354.0 177.0
冷熱 温熱
単位：kW
供給 受入 供給能力 受入能力 必要能力 供給能力 受入能力 必要能力
A BCD 297.6 282.4 2 8 2 . 4 248.8 382.4 248.8
B ACD 105.4 474.6 105.4 205.4 425.8 205.4
C ABD 118.0 462.0 118.0 118.0 513.2 118.0
D ABC 59.0 521.0 59.0 59.0 572.2 59.0
AB CD 403.0 177.0 177.0 454.2 177.0 177.0
AC BD 415.6 164.4 164.4 366.8 264.4 264.4
AD BC 356.6 223.4 223.4 307.8 323.4 3 0 7 . 8
A BCD 595.2 564.8 5 6 4 . 8 497.6 764.8 497.6
B ACD 210.8 949.2 210.8 410.8 851.6 410.8
C ABD 236.0 924.0 236.0 236.0 1026.4 236.0
D ABC 118.0 1042.0 118.0 118.0 1144.4 118.0
AB CD 806.0 354.0 354.0 908.4 354.0 354.0
AC BD 831.2 328.8 328.8 733.6 528.8 528.8
AD BC 713.2 446.8 446.8 615.6 646.8 6 1 5 . 6
A BCD 892.8 847.2 8 4 7 . 2 746.4 1147.2 746.4
B ACD 316.2 1423.8 316.2 616.2 1277.4 616.2
C ABD 354.0 1386.0 354.0 354.0 1539.6 354.0
D ABC 177.0 1563.0 177.0 177.0 1716.6 177.0
AB CD 1209.0 531.0 531.0 1362.6 531.0 531.0
AC BD 1246.8 493.2 493.2 1100.4 793.2 793.2








 第５章 段階的に熱源更新する既築建物に導入した建物間双方向熱融通ネットワークシステムの有効性に関する研究 
８７ 
5.2.5 熱融通配管口径の設定と同配管材料選定 
図 5.2.1 の示した既築モデルビル 4 ビル間の配管距離で最も長いのは、B～C 間：135m であるの
で、1 台のポンプで 135m の距離を搬送可能な能力を選択した。なお、配管系については、複数建物
間における双方向熱融通を考慮し全域ヘッダ管同口径方式を採用した。 
又、熱媒流速については、一般的に 2～3m/s 以下 5-1)とされており、本研究では 2m/s を選択した。
配管材料については、冷温水配管である事から、施工性や管内摩擦抵抗を考慮して、架橋ポリエチ
レン管で検討した。同管材仕様はメーカ資料 5-2)を参考に配管仕様等を確認し供給熱量から配管口径
を決定した。以上をまとめて表 5.2.3 及び図 5.2.3 に示す。 
 













Ａビル Ｂビル Ｃビル Ｄビル Ａビル Ｂビル Ｃビル Ｄビル
供給熱量（㎾） 297.6 105.4 118.0 59.0 248.8 205.4 118.0 59.0
配管口径(mm)
供給熱量（㎾） 595.2 210.8 236.0 118.0 497.6 410.8 236.0 118.0
配管口径(mm)



















融通、そして更に競争力が 2 番目に低いプロシューマに…と順に熱融通を行う。 
そして、競争力が 2 番目に高いプロシューマ、3 番目に高いプロシューマと順次、自家消費～余剰










    図 5.2.4 前提条件 
 
（２）競争力 1位の建物(A棟)が自家消費する 







 図 5.2.5 競争 1位建物(A棟)自家消費 
 
（３）競争力 1位建物(A棟)から建物(B棟)熱融通する（熱融通Ⅰ） 
⚫ A 棟の熱源に余力があるため、競争力の一番低い B 棟 
に熱融通する事を検討 
① B 棟負荷＋放熱ロスを A 棟熱源に要求 
② A 棟供給可能上限＜B 棟要求負荷のため、A 棟熱源 
が供給可能上限まで出力 
③ B 棟へは A 棟の追加出力分＋放熱ロスを供給（A 棟 
熱源は更に余力があれば、C 棟、D 棟も順次供給） 
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（４）競争力２位建物(D棟)が自家消費し、更に建物(B棟)熱融通する（熱融通Ⅱ） 
⚫ 次に競争力 2 位の D 棟のシミュレーションを行う。 
① D 棟負荷に対し、D 棟熱源が稼働。 
② A 棟からの熱融通受入後の B 棟負荷＋放熱ロスを 
D 棟熱源に要求 
     ③ D 棟供給可能上限＞B 棟要求負荷のため、要求負荷 
全量を D 棟熱源が出力 
④ B 棟へは D 棟の追加出力分を供給 
図 5.2.7 競争 2位建物(D棟)自家消費    
            →更に熱融通Ⅱ 
 
（５）競争力２位建物(D棟)から建物(C棟)に熱融通する（熱融通Ⅲ） 
⚫ D 棟熱源に余力があるため、C 棟へ熱融通を検討 
① C 棟負荷＋放熱ロスを D 棟熱源に要求 
② D 棟供給可能上限＜C 棟要求負荷のため、D 棟は供 
給可能上限まで出力 
      ③ C 棟へ D 棟の追加出力分を供給 
 
 
 図 5.2.8 競争 2位建物(D棟)から熱融通Ⅲ 
 
（６）競争力 3位建物(C棟)が自家消費 



































































運転 COP＝定格 COP×部分負荷補正係数×冷却水又は外気温度補正係数         ( 5.1 ) 
補正係数については、国土交通省の LCEM ツールに内蔵されている吸収式及び空冷ヒートポンプ
のオブジェクトの機種（図 5.2.10～16）の中から、表 5.2.3 及び 4 に示した機種をシミュレーション
対象とし、特性式を作成した。 
図 5.2.10LCEMオブジェクト負荷率(吸収式/冷房) 図 5.2.11LCEMオブジェクト温度特性(吸収式/冷房) 
図 5.2.12 LCEMオブジェクト負荷率(吸収式/暖房) 
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表 5.2.3  LCEMオブジェクト吸収式冷温水機一覧 
 
図 5.2.13LCEMオブジェクト負荷率(空冷 HP/冷房)  図 5.2.14LCEMオブジェクト温度特性(空冷 HP/冷房) 
図 5.2.15LCEMオブジェクト負荷率(空冷 HP/暖房)  図 5.2.16LCEMオブジェクト温度特性(空冷 HP/暖房) 
表 5.2.4  LCEMオブジェクト空冷ヒートポンプ・チラー一覧 




補正係数＝A×(各変数)^4＋B×(各変数)^3＋C×(各変数)^2＋D×(各変数)＋E         ( 5.2 ) 
なお、各補正係数 A～E を表 5.3.5 に示す。 
 




の冷却水温度を変化させた場合の負荷率別各吸収冷温水機 COP を図 5.2.17 に、同様に空冷ヒートポ
ンプ・チラーの場合、現行機（定格 COP:3.2）及び将来開発品（定格 COP:5.0）の冷却水温度を変化
させた場合の負荷率別の冷房及び暖房 COP を図 5.2.18、19 に示す。本モデルの考え方を使い、各熱
源更新時に設定した熱源負荷率・冷却水・外気温度の影響を考慮してシミュレーションを行った。 
 
図 5.2.17 従来機及び開発機の吸収冷温水機冷房特性曲線 
 
A B Z D E 補正下限値 補正上限値
負荷率特性 -0.6453001 2.00006014 -2.3658205 1.17332516 0.83707033 25% 100%
温度特性 0 0 0 -0.0111338 1.3552429 20℃ -
負荷率特性 0 0 0 0 1 25% 100%
温度特性 0 0 0 0 1 - -
負荷率特性 0 1.72165432 -4.0130205 3.9867898 0.19270246 25% 100%
温度特性 0 3.9661E-05 -0.0017808 -0.0020782 2.20836506 5℃ -
負荷率特性 0 0 -0.8372645 1.53386389 0.30185242 25% 100%
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図 5.2.18 従来機及び開発機の空冷ヒートポンプ・チラー（冷房）特性曲線 
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⚫ 外気温度：経済産業省 METPV-11 に格納されている時刻別データ（1990 年～2009 年の 20 年
間平均値）を使用した。 
⚫ 相対湿度：気象庁データ月別データ（1990 年～2009 年の 20 年間の平均値）を使用した。 




⚫ 冷熱（冷水）については温度差 5℃、温熱（温水）は温度差 10℃（前記載）とした。 





図 5.2.20 架橋ポリエチレン管・流速 2m/sにおける口径別単位長さ当りの圧力損失 
  
口径別の架橋ポリエチレン管のスペックを表 5-2-6 に示す。 
表 5.2.6 架橋ポリエチレン管スペック 
 
呼び径 - 30A 40A 50A 65A 75A 100A 125A 150A 200A 
配管内径 mm 34.7 39.7 50.7 63.8 74.8 95.6 117.0 137.0 182.0
配管外径 mm 42.7 48.5 60.5 76.0 89.0 114.0 140.0 165.0 216.0
許容流速 m/s 2 2 2 2 2 2 2 2 2
許容流量 m3/h 6.81 8.91 14.54 23.02 31.64 51.68 77.41 106.14 187.31
冷熱供給量　⊿T= 5℃ kW 39.59 51.83 84.53 133.85 183.98 300.53 450.14 617.18 1089.22
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図 5.2.20 で確認した各口径別の圧力損失から、最大配管長 135m における配管圧損を求めた 
（表 5.2.7）。以上から、その最大値 10.6mAq を 1 台のポンプが受け持つ配管圧損とする。 
 







                      ( 5.3 ) 
𝑃𝑤:軸動力（kW） 
𝑄：流量（㎥/s） 
𝐻：ポンプ全揚程（密閉配管のため実揚程は 0。故に配管圧損と固定圧損の合計 15.6mAq） 
𝜌：熱媒の密度（水の場合、1,000 ㎏/㎥） 
𝑔：重力加速度（＝9.8m/s2） 
ポンプ効率を 75%とし、ケース 1～3 の各ビルのポンプ容量をそれぞれ表 5.2.8～10 に示す。 
 
表 5.2.8 ケース 1（10％）の各建物ポンプ容量 
 
表 5.2.9 ケース 2（20％）の各建物ポンプ容量 
 
表 5.2.10 ケース 3（30％）の各建物ポンプ容量 
 
なお、シミュレーションの中でポンプはインバーター制御運転とした。  
- 30A 40A 50A 65A 75A 100A 125A 150A 200A 
mAq/km 78 68 49 38 31 24 19 17 11







建物 Aビル Bビル Cビル Dビル Aビル Bビル Cビル Dビル
供給能力 kW 297.6 105.4 118 59 248.8 205.4 118 59
融通配管径
設計流量 m3/h 51.19 18.13 20.30 10.15 21.40 17.66 10.15 5.07




建物 Aビル Bビル Cビル Dビル Aビル Bビル Cビル Dビル
供給能力 kW 595.2 210.8 236 118 497.6 410.8 236 118
融通配管径
設計流量 m3/h 102.37 36.26 40.59 20.30 42.79 35.33 20.30 10.15




建物 Aビル Bビル Cビル Dビル Aビル Bビル Cビル Dビル
供給能力 kW 892.8 316.2 354 177 746.4 616.2 354 177
融通配管径
設計流量 m3/h 153.56 54.39 60.89 30.44 64.19 52.99 30.44 15.22
ポンプ容量 kW 8.68 3.08 3.45 1.73 3.63 3.00 1.73 0.87
冷水　⊿T＝５℃ 温水　⊿T＝10℃
200A 125A
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（４）CGS 
CGS は建物側電力負荷が発電機容量の 50％を超えた時に稼働するとした。また、A ビルに設置を
想定した CGS（ガスエンジン）の運転形態を、8 時～21 時稼動の DSS とし、①熱主運転（部分的に
逆潮電力あり）②電主運転（逆潮電力なし）③定格運転（①②と時刻別稼働台数を同じとし、定格運
転を設定、逆潮電力が発生）の 3 ケースを検討した。また、発電機の補機等で消費する電力を発電
量の 5％と設定した。なお、CGS については 370kW クラスを想定し、文献の発電効率及び総合効率
（いずれも LHV ベース）データから特性曲線を求めた（図 5.2.21）。 
 
 

















)𝑛𝑗=1    ( 5.5 )     𝑅𝑙𝑒 =
1
ℎ𝑠𝑒𝜋𝐷𝑒






λ：保温材熱伝導率（W/mK）(メーカカタログから、0.0263 W/mK を用いた) 
ℎ𝑠𝑒：表面熱伝達率（W/㎡ K）（JIS A 9501 記載の｢経済的な保温厚さでの条件は 12 W/ 
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5.3 段階的に熱源更新を行う既築建物に導入した SHG の評価  
5.3.1 省エネルギー率試算結果 
フェーズ毎に熱源更新し熱融通を行わない 1 年度目のケースを基準に、双方向熱融通量を熱源総
定格容量の 10%･20%･30%及び CGS の運転形態 3 ケース（電主･熱主･定格）について、空調給湯負









図 5.3.1 熱源更新に伴う双方向熱融通割合別の省エネルギー率推移（CGS定格運転） 
 
図 5.3.2 に CGS 定格運転ケースにおける各フェーズの熱源稼動優先順位を定めた際の全熱源年間






  ( 5.7 ) 
 
 熱源更新の後、4 ビルの全熱源年間平均 COP を算出、稼働優先順位を確認した。同結果を表 5.3.1
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図 5.3.2 に示した様に、熱源更新する毎に全熱源年間平均 COP は向上する（具体的には 1 年度目熱




5.3.2 熱融通 に伴うエネルギーロス（搬送動力・放熱ロス）の時刻別推移 
時刻別の熱需要に対する熱融通割合を確認するため、11 年度 CGS 電主運転（30%熱融通）の平日
1～5年 6～10年 11～15年 16～25年 26～30年 31～35年
A 事務所 1 1 2 3 3 2
B ホテル 4 4 4 4 4 1
C 事務所 3 3 1 2 2 4
D 事務所 2 2 3 1 1 3
A 事務所 1 1 2 3 1 1
B ホテル 4 4 4 4 4 4
C 事務所 3 3 1 2 3 3
















































力）推移を図 5.3.5 に示す。 
 
 
図 5.3.3 各月平日代表日の冷熱需要と熱融通の時刻別推移 
 
 






















































1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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放熱ロス（冷熱） 放熱ロス（温熱） 冷熱融通搬送動力 温熱融通搬送動力
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月




供受する事を確認する。本項では、CGS 廃熱とヒートポンプから供給する 1～5 年度、高効率ヒート
ポンプから供給する 11～25 年度、従前は吸収冷温水機を使用し、熱融通受入の役割が主であった建






（熱源）の 4 ビル総需要に対する製造割合を記載する。その際、熱融通無しのケースは、1～5 年度


























 第５章 段階的に熱源更新する既築建物に導入した建物間双方向熱融通ネットワークシステムの有効性に関する研究 
１０２ 
（１）夏期・冷熱 
熱融通無し(1 年度目) SHG（1～5 年度） 
  
熱源稼働優先順位 － 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 







※：参考値として 1～5 年度 SHG の熱供給役割建物の熱製造割合を示した。以下、同様。 
SHG（11～15 年度） SHG（31～35 年度） 
  
熱源稼働優先順位 C→A→D→B 熱源稼働優先順位 B→A→D→C 







図 5.3.6 各フェーズにおける熱源運用と熱融通の状況（夏季・冷熱） 
SHG（1～5 年度）では、ピーク時間帯に ACD がまず自家消費に熱を使用、定格稼動させ生じた
余剰分をホテル B に融通、B は不足分を自己熱源を補完稼動させ需要対応する。但し、夏期・日中
は、各ビル共に冷熱需要が多いため余剰分が少なく、ピーク需要に対する熱融通割合は少ない。同

































Aジェネリンク(冷) A空冷HP(冷) A冷熱融通 D空冷HP(冷)
















C空冷HP(冷) C冷熱融通 Aジェネリンク(冷) A空冷HP(冷)
























熱融通無し(1 年度目) SHG（1～5 年度） 
  
熱源稼働優先順位 － 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 








SHG（11～15 年度） SHG（31～35 年度） 
  
熱源稼働優先順位 C→A→D→B 熱源稼働優先順位 B→A→D→C 







図 5.3.7 各フェーズにおける熱源運用と熱融通の状況（中間期・冷熱） 
ACD の事務所ビルに冷熱需要が生ずる中間期（図 5.4.7）は、（1～5 年度）は A、（11～15 年度）




































Aジェネリンク(冷) A空冷HP(冷) A冷熱融通 B冷熱融通(受入)
















C空冷HP(冷) C冷熱融通 Aジェネリンク(冷) A空冷HP(冷)

















B空冷HP(冷) B冷熱融通 Aジェネリンク(冷) A空冷HP(冷)
A冷熱融通 D空冷HP(冷) D冷熱融通 C空冷HP(冷)
C冷熱融通 優先稼働高効率機 4ビル冷熱需要
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（３）冬期・温熱 
熱融通無し(1 年度目) SHG（1～5 年度） 
  
熱源稼働優先順位 － 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 








SHG（11～15 年度） SHG（31～35 年度） 
  
熱源稼働優先順位 C→A→D→B 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 







図 5.3.8 各フェーズにおける熱源運用と熱融通の状況（冬季・温熱） 
冬季・B の温熱、特に給湯需要対応に、A の CGS 稼働時間帯（8～21 時）の廃熱を融通、その他
の時間は B の自己熱源ボイラーを使用して需要対応する。（11～15 年度）において、温熱源の稼働
優先順位を C に設備更新で導入設定した空冷 HP を第 1 位に設定した場合、全熱源年間平均 COP は
熱融通割合 30％の場合「1.76」（A→C→D→B の場合は「1.74」）となるため採用した。又、（31～35
年度）では、B がガス吸収冷温水機を空冷 HP に設備更新し、冷熱については B を稼働優先順位第 1

















Aジェネリンク(温) A空冷HP(温) A廃熱温水利用 B吸収式(温)

















A空冷HP(温) A廃熱温水利用 A温熱融通 B吸収式(温)
B給湯ボイラ(温) B温熱融通 C空冷HP(温) C温熱融通

















A空冷HP(温) A廃熱温水利用 A温熱融通 B給湯ボイラ(温)


















A空冷HP(温) A廃熱温水利用 A温熱融通 D空冷HP(温)
D温熱融通 C空冷HP(温) C温熱融通 B給湯ボイラ(温)
B温熱融通 優先稼働高効率機 4ビル温熱需要





で製造するよりも CGS 廃熱を受入し、給湯需要と暖房需要の一部に使用し空冷 HP で需要に対して
補完する方が省エネルギーとなるためである。双方向熱融通を検討する際、需要特性を考慮し、全
熱源年間 COP を使用し熱源稼働優先順位を決定する事が最適解を得る事に繋がると考えた。 
（４）中間期・温熱 
熱融通無し(1 年度目) SHG（1～5 年度） 
  
熱源稼働優先順位 － 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 








SHG（11～15 年度） SHG（31～35 年度） 
  
熱源稼働優先順位 C→A→D→B 熱源稼働優先順位 A→D→C→B 
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温熱需要が事務所用途の ACD に生ずる中間期、A の CGS が稼働している時間帯（8～21 時）は
廃熱を優先的に活用、空冷 HP で製造した熱と併せて供給する。結果、BCD は自己熱源を稼働せず、
熱融通のみで需要を賄う。CGS が停止している時間帯には、暖房負荷対応は A 又は C の空冷 HP か
ら供給、給湯負荷のある B は自己熱源のボイラーで対応する。 








融通割合 10％･20％･30％の各ケースを同時間に比較した結果を図 5.3.10 に示す。図中の時間数は各
建物熱源の 35 年間の稼働時間の合計であり、建物規模・熱源機の容量で定まる時間ではなく、同用
途の建物であれば同じ時間となる。結果、熱融通無しケースに比べて、双方向熱融通割合 10％のケ
ースで 96.9％、同 20％で 78.1％、同 30％で 69.0％となった。A は事務所としたが CGS を設置して
おり、廃熱を冷熱源に利用、又は暖房利用し自家消費及び熱融通に使用したため、同じ事務所の CD















































Aビル(事務所) Bビル(ホテル) Cビル(事務所) Dビル(事務所)




きていた熱源機が、熱融通を受入、補完稼働して 20％未満の ON/OFF 制御域の運転になる事が懸念
される。そこで、熱融通受入前後の熱源稼働負荷率について確認した。5.4.3 と同じケースの各建物




























































































図 5.3.12 負荷率 20%未満運転時間と冷熱源平均稼働負荷率（C及び D） 
 
1～5 年度・供給役割の A ビルにおける負荷率 20％未満の稼働時間は、熱融通無し：602 時間に対
して 10％：3,898 時間、20％：3､757 時間、30％：3,751 時間と増加するが、平均稼働負荷率は熱融
通無し：51％に対して 10％：36％、20％：38％、30％：39％と低下するが、熱の面的利用による統
合効果で高負荷率稼働時間帯が多く、負荷率は 20％未満にはならない。これは、本項で設定した 4
ビルが 24 時間を通じて冷熱･温熱需要があるホテル 1 棟と 3 棟の事務所の組合せであったため、熱
融通の供給役割を担う建物がホテルの低負荷率需要域に熱融通する供給役割となった場合、熱源稼































































































省エネルギー率は 6～30 年度目の平均で、熱融通を行わない場合に比べ 10％熱融通割合の場合、
16.6％、同 20％で 21.2％、同 30％で 22.3％上回り、年次を経る毎に増加する傾向が確認できた。全
熱源年間平均 COP も、1 年度目熱融通無しケースの全熱源年間平均 COP は 1.17、それに対して
10%20%30%の熱融通量の各ケースは 1.44、1.55、1.59 となり、その後も熱源更新に伴う稼働優先順




CGS 廃熱とヒートポンプから熱融通（供給）する 1～5 年度、高効率ヒートポンプから供給する 11
～25 年度、従前に熱融通受入役割が主であった建物（B・ホテル）が高効率ヒートポンプに熱源更
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図 6.1.1 建物間双方向熱融通ネットワークシステム地域熱供給連携型 
 
具体的には、6.2 で熱を供給する側の既存 DHC の省エネルギー化に関する動きと熱受入側として





稼働率評価、ガスエンジン廃熱の有効活用）に関する事項、6.5 で DHC 連携型 SHG 設備所有スキー
ムの整理、6.6 で事業性評価に関する事項について行う。 
 
6.2 既存 DHC を取り巻く環境の変化と既築建物の状況把握 
エネルギー密度の高い都市部において省エネルギー化を推進するために、需要側の個々の建物側
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で対策を図ると共に、複数建物間で熱エネルギーを面的に利用する事が期待されている。この面的
エネルギー利用のうち、数多くの実績がある方式として DHC（地域冷暖房）がある。DHC は 1970
年大阪千里地区に導入され、電力事業・ガス事業と同様に公益事業の一つとして、我が国の経済成
長と共に全国で導入が進んだ 6-1)。特に、1980 年代後半から 2000 年代前半に主要都市で多く採用さ
れ、現在稼働している DHC の約半数を占めており（図 6.2.1）、今後、多くの DHC で設備更新が行
われる事が予想される。 
以上の様な状況を踏まえ、多くの DHC の区域指定を行っている東京都は、「地域におけるエネル






既存の DHC を取り巻く環境は大きく変化してきている。 
一方、第 1 章に記載した様に、オフィスビルの場合、2014 年 1 月の日本不動産研究所の調査 6-3）
から、東京区部・大阪・名古屋・横浜の４都市における延床面積 3 千㎡以上のビルのうち、既築ビ
ルの割合は 98.1％と殆どであり、特に 1982 年（新耐震基準）以降に竣工した今後設備更新・リニュ
ーアルが考えられるオフィスビルが 71.5%（４都市調査対象延床面積 3 千㎡以上のオフィスビル延
床合計が 9,072 万㎡、1982 年以降の同合計が 6,484 万㎡）を占めるとの報告があり、既築ビルの省
エネルギー化は喫緊の課題と捉えることができる。 
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6.3 シミュレーションモデル 
本節では、既存 DHC と連携した SHG を隣接する既築モデル建物を対象に構築、その環境性と事
業性の評価を行う。そこで以下の条件を考慮したシミュレーションモデルを設定する。 
⚫ 既存 DHC は既存熱供給需要家に熱供給を行いながら、隣接する既築モデル建物と SHG を構築
し熱融通する（図 6.3.1）。 
⚫ 既築モデル建物の用途はホテル・事務所・商業施設・病院の４用途とし、それぞれの建物延床




を 8,760 時間で割った値とした。 
⚫ 熱融通配管延長は DHC から各建物まで 50m、100m、200m とし、熱ルータのポンプも同じ条件
で設定した。 
⚫ 熱媒温度は、冷熱は温度差 5℃の冷水で需要入口７℃→需要出口 12℃（平均温度 10.5℃）、温熱
は温度差 10℃の温水で需要入口 65℃→需要出口 55℃（平均温度 60℃）とした。 
⚫ 放熱ロスの算出は、東京管区気象台の 1996 年～2006 年の 11 ヵ年の平均日時刻別データの外気
温と熱媒の平均温度との差から求めた。 
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6.3.1 シミュレーション･フロー 
前述の設定条件を考慮した既存 DHC 連携型の SHG の導入効果の評価シミュレーション・フロー
















条件で既存 DHC の熱源システムを見直した更新 DHC の設定を行い、シミュレーションを行い、既
存 DHC と同様の評価を行った。 
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✔ 建物用途：ホテル・事務所・商業施設・病院 ✔ 冷熱・温熱時刻別製造実績データ調査
✔ 規模：全て延床面積10,000㎡ ✔ 熱源設備仕様調査
③ 建物負荷想定 ❷ DHC熱源設備更新(現設備条件を考慮して)
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6.3.2 既築モデル建物の熱源システム設定 
東京都内の事務所ビルの寿命は約 40 年程度であると報告 6-5)があるが、前述の様に都市部では新
耐震基準適用のオフィスビルが約 6 割以上占めている。 
そこで本研究では、既築建物熱源について山口らが空気調和・衛生工学会の 1984 年～2006 年に
竣工した大規模ビルの熱源システム調査結果を整理し、約半数以上が吸収冷温水機を採用している
と報告 6-6)注 1）されている事から以下の様に既築モデル建物を設定した。 
⚫ 熱源システム：吸収冷温水機による建物別・中央熱源方式 
⚫ 熱源機器：COP は 1990 年代に設置されたもの 6-7)を想定、負荷計算から得られたピーク負荷の
140％程度を総容量とし台数分割。比例制御範囲は 30％以上で、単機容量が 50％熱融通量より
大きい事を確認。部分負荷特性及び外気温度特性も考慮した。 
⚫ 同上冷却水ポンプ等の補機：吐出圧一定制御 6-8)注 2) 




表 6.3.1 既築モデル建物熱源システム構成 
 
注1) 空気調和･衛生工学会の竣工設備データのうち、1984～2006 年に竣工された事務所 2,339 件、商業 684 件、宿泊 1,003 件、医療 1,262 件の竣
工設備データを調査し、採用率の高い 8 種の熱源システムに集約、その採用比率を集計している。そのうち、吸収式を採用しているケース
は事務所ビル延床面積 6,000 ㎡以上で 50%、商業･店舗延床面積 8,000 ㎡以上で 52%、宿泊延床面積 2,000 ㎡以上で 49%（同 15,000 ㎡以上
で 66％）、医療延床面積 6,000 ㎡以上で 56%と報告している。 











ガス吸収冷温水機(冷房) 352 3 1.007
同（暖房) 263 3 0.84
給湯ボイラ 230 1 0.84
ガス吸収冷温水機(冷房) 352 2 1.007
同（冷房) 422 1 1.007
同上（暖房) 263 2 0.84
同上（暖房) 316 1 0.84
ガス吸収冷温水機(冷房) 422 3 1.007
同上（暖房) 395 3 0.84
ガス吸収冷温水機(冷房) 352 2 1.007
同上(冷房) 633 1 1.007
同上（暖房) 263 2 0.84
同上（暖房) 475 1 0.84
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6.3.3 DHC 施設の条件設定 
首都圏内の DHC 事業者にヒヤリングを行い、負荷データ及び熱源設備の仕様等を入手した。 
 
表 6.3.2 モデル建物熱源システム構成 
 
 
なお、下段記載の更新 DHC は現状の DHC の設備要件を満たす容量で DHC 全体を省エネルギー
化する目的で熱源設定（更新 DHC）を行った。設定するに際して、リプレース検討対象設備の設置
スペースの確認をした。（表 6.3.3）注 3) 
 
表 6.3.3 リプレース検討対象設備の設置スペース 
 
注3) 更新対象の吸収冷凍機（7,032kW×2 台）及びターボ冷凍機（1,936kW×2 台）の設置スペースが 7.5m×37.5m≒280 ㎡、リプレース導入対
象はターボ冷凍機（7,032kW×2 台）が本体 5.7m×9.8m×2 台≒112 ㎡、チューブ引き抜きスペースが 6.4m×3.6m≒25 ㎡インバータ盤 3.1m
×0.8m×2 台≒5 ㎡、蒸気焚ジェネリンク（1,969kW×2 台）が本体 4.58m×7.0m×2 台≒65 ㎡、チューブ引き抜きスペース 5.04m×3.18m≒
20 ㎡、以上から撤去スペース：280 ㎡＞112 ㎡＋25 ㎡＋5 ㎡＋65 ㎡＋20 ㎡＝227 ㎡、以上から更新設置可能と考えた。又、コジェネ設備設
置スペースは、既存ガスタービン設置スペース 225 ㎡＞ガスエンジン設置スペース 190 ㎡、以上から同様に更新設置可能と考えた。なお、
コジェネ設備の運転時間については、ヒヤリング結果及び経年を考慮し、既存 DHC のガスタービンは 1 台・7 時～21 時(14 時間)の運転時




電動ターボ冷凍機 1,936.0kW 2 5.0
蒸気吸収冷凍機 7,032.0kW 8 1.31
蒸気ボイラー 14,375.0kW 3 0.92
同上 3,750.0kW 1 0.92
コジェネ(ガスタービン)※ 1,000.0kW 1 0.245
同上廃熱ボイラー 1,437.5kW 1 1.0
冷熱源総計 60,128.0kW － －
電動ターボ冷凍機 7,032.0kW 2 6.27
蒸気吸収冷凍機 7,032.0kW 6 1.31
蒸気焚ｼﾞｪﾈﾘﾝｸ 1,969.0kW 2 1.51
蒸気ボイラー 14,375.0kW 3 0.92
同上 3,750.0kW 1 0.92
コジェネ(ガスエンジン) 1,000.0kW 2 0.423
同廃ガスボイラー 408.9kW 2 1.0
同ジャケット廃熱温水熱交器 446.8kW 2 1.0







対象施設 熱源 機器容量 台数 定格COP













各既築モデル建物の熱融通量は表 6.3.4 に示す。 





空気を考慮し最大流速 3m/s 以下 6-9)で配管口径を選定、単位摩擦抵抗が 400Pa/m 以下 6-10)である事
も確認した。 
ポンプ容量（kW）は軸動力 P(kW)を P=（Q×H×ρ×g）/1000 （Q（m3/min）：ポンプ吐出量、 
H（m）：ポンプ全揚程、ρ（㎏/m3）：液体密度（水の場合 1,000 ㎏/m3）、g（m/s2）：重力加速度から、
ポンプ効率 60％、余裕率 40%とし選定した。更に、熱融通停止・再搬送に伴う配管中の熱媒の入替
時間を算出し、熱搬送ポンプ消費電力量に加えた。以上の結果を表 6.3.5 に示す。 
 



















25.0 11.2 52.0 10.1
75.0 29.8 190.0 35.6
155.0 51.4 275.0 50.4
20.0 10.1 31.0 11.1
60.0 28.7 97.0 33.2
125.0 51.7 165.0 56.0
35.0 11.3 21.0 10.6
115.0 33.2 82.0 30.4
215.0 56.0 176.0 49.9
11.5 11.0 13.0 10.5
38.5 32.5 47.5 33.5
























10% 32A 0.65kW 10% 50A 1.12kW
30% 50A 1.59kW 30% 80A 3.80kW
50% 80A 3.17kW 50% 100A 5.39kW
10% 32A 0.33kW 10% 32A 0.49kW
30% 50A 0.96kW 30% 50A 1.45kW
50% 65A 1.75kW 50% 65A 2.38kW
10% 40A 0.79kW 10% 32A 0.79kW
30% 65A 2.38kW 30% 65A 2.38kW
50% 80A 4.29kW 50% 80A 4.29kW
10% 25A 0.16kW 10% 25A 0.16kW
30% 40A 0.65kW 30% 40A 0.65kW















𝑞1：配管からの放熱量 （W/m）  𝑅𝑙𝑒：表面熱抵抗 （mK/W）   𝑅𝑙 ∶ 保温材の熱抵抗 （mK/W） 
𝛩𝑠𝑖 ∶ 保温材内側温度 （℃）  𝛩𝑎 ∶ 周辺温度 （℃）  
 ℎ𝑠𝑒：表面熱伝達率（W/㎡ K） 𝜆：保温材熱伝達率 （W/㎡ K）   𝛩 ∶ 平均温度 （℃） 





× (𝛩𝑠𝑖 − 𝛩𝑎)            (6.1) 
𝑅𝑙𝑒 =
1
(ℎ𝑠𝑒 × 𝜋 × 𝐷𝑒)










                                         (6.3) 
𝜆 = 0.0324 + 1.05 × 104 ×
𝛩𝑠𝑖 + 𝛩𝑎
2





        (6.4) 
以上の式を用いて各月代表日×24 時間の放熱量を算出した。なお、周辺温度が保温材内面温度よ
りも低い冷水供給の場合は、放熱量は 0 とした。 









6.4.1  SHG による建物熱融通を導入したモデル建物の省エネルギー評価 




(𝑄0 + 𝐷0) − (𝑄𝐴 + 𝐷𝐴) − (𝑃ℎ + 𝑃𝑝)
𝑄0
                         (6.5) 
⚫ 𝑄0：SHG 導入前のモデル建物一次エネルギー消費量 
⚫ 𝑄𝐴：熱融通割合 A%の熱受入したモデル建物一次エネルギー消費量 
⚫ 𝑃ℎ：熱融通搬送ポンプ動力一次エネルギー消費量 
⚫ 𝑃𝑝：熱媒入替時の熱融通搬送ポンプ動力一次エネルギー消費量 
⚫ 𝐷0：SHG 導入前の DHC 一次エネルギー消費量 
⚫ 𝐷𝐴：モデル建物に熱融通割合 A％熱融通した DHC 一次エネルギー消費量 
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6.4.2 省エネルギー率計算結果 
既築モデル建物の省エネルギー率は SHG を構築し DHC からの熱融通を受入した場合、BAU 比
0.8％～10.1％となった。又、更新 DHC から熱融通した場合は、BAU 比 1.2％～13.8％となった。（図




























































見、本研究ではベース負荷需要（年間需要量の 10％、30％、50％相当を 8760 時間で除した熱融通
量）を賄う配管口径を定めた。又、配管離隔距離を 100mm6-13)とした場合、各モデル建物への熱融通
配管（冷温水各 2 本）の敷設有効断面積は､全量供給する DHC の 30％～60％程度となった。同結果
を表 6.4.1 に、算出した配管敷設断面積のイメージ図を図 6.4.2 に示す。 
 








熱融通相当割合 全量 10% 30% 50% 全量 10% 30% 50% 全量 10% 30% 50% 全量 10% 30% 50%
25A ● ●
32A ○● ● ○
40A ○ ● ●
50A ○● ● ○ ● ●
65A ● ○ ● ○
80A ○ ○ ○ ○
100A ● ● ○
125A ○● ○ ○●
150A ○
断面積計㎡ 0.20 0.06 0.08 0.11 0.18 0.06 0.08 0.10 0.20 0.07 0.10 0.13 0.20 0.06 0.08 0.10
同上比率 － 29.9% 39.2% 53.1% － 33.2% 46.4% 54.5% － 34.3% 47.8% 61.5% － 28.2% 41.8% 49.1%
○：冷熱  ●：温熱
































図 6.4.3 熱融通受入による既築モデル建物自己熱源補完運転の運用改善 
冷熱源 温熱源 冷熱源 温熱源
0% 100.0% 100.0% 0% 100.0% 100.0%
10% 78.1% 95.8% 10% 92.5% 93.4%
30% 62.8% 79.0% 30% 71.8% 89.3%
50% 41.8% 51.5% 50% 61.9% 88.5%
0% 100.0% 100.0% 0% 100.0% 100.0%
10% 45.8% 92.5% 10% 78.1% 99.8%
30% 36.5% 86.2% 30% 47.8% 73.1%











































































ホテル 事務所 商業施設 病院
熱融通割合
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6.4.6 ガスエンジン･コージェネレーション廃熱の有効活用 
更新 DHC のコジェネ廃熱利用は、廃ガス分を蒸気回収し DHC 内の蒸気需要に利用、ジャケット
廃熱分は温水回収し冷熱製造に利用した。しかし、SHG は廃熱温水の省エネルギー活用に着目し、
冷熱製造利用でなく SHG で温熱利用とした。  
 

























熱融通割合 10% 30% 50% 10% 30% 50%
熱源補完運転 89.3% 70.6% 47.8% 90.4% 70.1% 48.7%
放熱ロス 0.6% 0.8% 0.9% 1.1% 1.3% 2.9%
DHC蒸気ボイラー 3.4% 8.5% 13.6% 0.0% 2.2% 4.2%
ジャケット温水利用 6.7% 20.1% 37.7% 8.4% 26.5% 44.3%
モデル建物
熱融通割合 10% 30% 50% 10% 30% 50%
熱源補完運転 89.5% 69.5% 48.9% 89.8% 68.8% 49.1%
放熱ロス 0.4% 0.5% 0.6% 0.7% 0.8% 1.0%
DHC蒸気ボイラー 0% 0% 0% 3.2% 8.2% 11.5%
ジャケット温水利用 10.1% 30.0% 50.5% 6.4% 22.2% 38.4%
ホテル 事務所
商業施設 病院
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6.5 DHC 連携型 SHG 設備所有スキーム 
DHC は既存需要家に熱供給を行いながら、プラント熱源機を定格運転させた際に生ずる余剰熱
を SHG で熱受入する建物へ熱融通する。そこで、SHG を実施するために必要な熱融通配管・熱ル
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6.6 SHG 導入事業性評価 







分の 10%を熱融通メリットとして SHG 導入側（モデル建物）に再配分すると共に、光熱費等のエネ
ルギーコストの上昇率を考慮し 1%分を加えた（表 6.6.2）。 
具体的には、従前のモデル建物の光熱費と前述のランニングコストとの差額を原資に、事業期間
34 年（熱供給事業設備法定耐用年数 2 期分、但し、感度分析として想定した補助金適用（1/2 又は
2/3）については初年度のみとし、事業開始後 17 年度に設定した熱ルータのポンプ等消耗品交換等
の費用は DHC 側が自己資金を適用）に対する事業性評価を以下の 3 つの指標で行った。 
注1) 16 年事業年及び 34 年事業年の内部収益率（IRR：Internal Rate of Return） 
注2) 同事業年度の正味現在価値（NPV：Net Present Value） 
注3) 34 年間のプロジェクト事業期間内の損益推移 






レハブ保温保冷 2 重管（以下プレハブ 2 重管）及び、架橋ポリエチレン管注 4)（以下架橋 P(1)）は、
工場で外装を鋼管で覆い、断熱層を挟み鋼管、架橋ポリエチレン管を内管に使用した 2 重管である。
製作を工場で行う事から、品質は同等と考えた。又、プレハブ 2 重管の土木工事費を架橋 P 材料費
等に加えた架橋 P(2)も比較対象とした。 
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表 6.6.1 イニシャルコスト算定項目一覧 
 
 
表 6.6.2 ランニングコスト算定項目一覧 
 
注5) 資源エネルギー庁「エネルギー白書 2016」の一般電気事業者 10 社の 2014 年度平均電力料金に 2013 年→2014 年の上昇率 7.6％を乗じた
20.30 円/kWh を使用した。 













































熱融通配管長 100m ケースの IRR について、熱融通 10%のケースを表 6.6.3 に、以下同 30%を表
6.6.4に、同 50％を表 6.6.5に示す。 
結果、10%熱融通では、全額自己資金及びプレハブ 2 重管、及び商業施設の全ケースでは投資回
収できず、全てマイナスとなる。一方、架橋 P は 1/2 または 2/3 の補助金適応の場合、ランニングメ
リットを減額しても、一部のケースを除き、収益性の高い事業が確認できた。 
















RM変動 熱融通配管 補助割合 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
IRR16年 -12% -8% -6% -13% -9% -6% -16% -14% -13% -13% -10% -7%
IRR34年 -5% -2% 0% -6% -3% -1% -12% -8% -7% -6% -3% -1%
IRR16年 -6% 0% 5% -7% -1% 3% -14% -11% -8% -7% -1% 4%
IRR34年 -1% 4% 7% -1% 3% 6% -8% -5% -3% -1% 3% 6%
IRR16年 -10% -5% -2% -11% -6% -3% -15% -13% -11% -11% -7% -3%
IRR34年 -3% 0% 2% -4% -1% 2% -10% -7% -5% -4% -1% 1%
IRR16年 -13% -9% -7% -13% -10% -7% -17% -15% -14% -14% -10% -8%
IRR34年 -6% -3% -1% -7% -4% -2% -14% -9% -8% -7% -4% -2%
IRR16年 -7% -1% 3% -8% -2% 2% -15% -12% -10% -8% -2% 2%
IRR34年 -1% 3% 6% -2% 2% 5% -9% -6% -4% -2% 2% 4%
IRR16年 -11% -6% -3% -11% -7% -4% -16% -14% -12% -12% -8% -5%
IRR34年 -4% -1% 1% -5% -2% 1% -11% -8% -6% -5% -2% 0%
IRR16年 -14% -11% -9% -15% -12% -10% -18% -17% -16% -15% -12% -10%
IRR34年 -8% -5% -3% -8% -5% -4% ー -13% -11% -9% -6% -4%
IRR16年 -9% -4% -1% -10% -5% -2% -16% -14% -13% -10% -5% -2%
IRR34年 -3% 0% 2% -4% -1% 2% -13% -9% -8% -4% -1% 1%
IRR16年 -12% -9% -6% -13% -10% -7% -17% -16% -15% -13% -10% -7%
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表 6.6.4 IRR16年及び同 34年による事業性評価（熱融通割合 30％のケース） 
 
 





RM変動 熱融通配管 補助割合 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
IRR16年 -7% -2% 3% -11% -7% -4% -11% -7% -4% -7% -1% 3%
IRR34年 -1% 3% 6% -4% -1% 1% -4% -1% 1% -1% 3% 7%
IRR16年 -2% 6% 12% -7% -1% 3% -8% -3% 2% -1% 7% 14%
IRR34年 3% 9% 14% -1% 3% 7% -2% 2% 5% 4% 10% 15%
IRR16年 -5% 2% 7% -9% -4% -1% -10% -5% -2% -5% 2% 7%
IRR34年 1% 6% 9% -3% 1% 4% -3% 1% 3% 1% 6% 10%
IRR16年 -8% -3% 1% -12% -8% -5% -12% -8% -5% -8% -2% 2%
IRR34年 -1% 2% 5% -5% -2% 1% -5% -2% 1% -1% 3% 6%
IRR16年 -3% 5% 10% -8% -2% 2% -9% -4% 0% -2% 6% 12%
IRR34年 2% 8% 12% -1% 2% 5% -2% 1% 4% 3% 9% 13%
IRR16年 -6% 0% 5% -10% -6% -2% -11% -6% -3% -5% 1% 6%
IRR34年 0% 5% 8% -3% 0% 3% -4% -0% 2% 0% 5% 9%
IRR16年 -10% -5% -1% -13% -10% -7% -13% -10% -8% -10% -5% -1%
IRR34年 -3% 1% 3% -6% -3% -1% -7% -3% -1% -3% 1% 3%
IRR16年 -5% 1% 6% -10% -5% -1% -11% -6% -3% -5% 2% 7%
IRR34年 0% 5% 9% -3% 0% 3% -4% -1% 2% 1% 6% 10%
IRR16年 -8% -2% 2% -12% -8% -5% -12% -8% -6% -8% -2% 2%

















RM変動 熱融通配管 補助割合 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
IRR16年 -4% 3% 8% -9% -4% -1% -11% -7% -4% -5% 1% 6%
IRR34年 2% 6% 11% -3% 1% 4% -4% -1% 1% 1% 5% 9%
IRR16年 1% 11% 18% -5% 1% 6% -8% -3% 1% 0% 9% 16%
IRR34年 5% 13% 19% 0% 5% 9% -2% 2% 5% 5% 11% 17%
IRR16年 -2% 6% 12% -8% -2% 2% -10% -5% -2% -3% 4% 10%
IRR34年 3% 9% 14% -1% 3% 6% -3% 0% 3% 2% 8% 12%
IRR16年 -5% 1% 6% -10% -5% -2% -12% -8% -5% -6% 0% 5%
IRR34年 1% 6% 9% -3% 0% 3% -5% -2% 1% 0% 4% 8%
IRR16年 0% 9% 16% -6% -0% 4% -9% -4% -0% -1% 7% 13%
IRR34年 4% 11% 17% -0% 4% 7% -3% 1% 4% 4% 10% 15%
IRR16年 -3% 5% 10% -8% -3% 1% -11% -6% -3% -4% 3% 8%
IRR34年 3% 8% 13% -2% 2% 5% -4% -0% 2% 2% 7% 11%
IRR16年 -7% -1% 3% -13% -10% -7% -13% -10% -7% -8% -3% 1%
IRR34年 -1% 3% 7% -6% -3% -1% -7% -3% -1% -1% 2% 5%
IRR16年 -2% 5% 11% -10% -6% -3% -11% -7% -4% -4% 3% 9%
IRR34年 2% 8% 13% -4% -0% 2% -4% -1% 1% 2% 7% 11%
IRR16年 -5% 1% 6% -12% -8% -5% -12% -9% -6% -6% -0% 5%
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表 6.6.6 4％NPVによる事業性評価（熱融通割合 50％のケース） 
 
 
表 6.6.7 累積赤字解消年度（熱融通割合 50％のケース） 
 
 
6.7 既存地域冷暖房（DHC）連携型 SHG の可能性 
本章では、都市部で現在稼働中の DHC が設備を更新する時期となっていると共に、既築ビルが殆
どを占める大都市部では、新耐震設計移行竣工の今後リニューアルが考えられる事務所ビルが 7 割






こで、以下の様に DHC 連携型 SHG の可能性について整理した。 
 
（１）拡張性・多様性を持ったエネルギーの面的利用推進 
本研究は、既築建物の省エネルギー化を推進するため、DHC と連携した SHG を導入し、従来の
全量供給方式に比べ、省スペースで省コストに設置できる可能性が高い熱融通配管・熱ルータを介
して熱融通するモデル「DHC 連携型 SHG」を考えた。DHC が供給役割を担い、DHC 供給エリアに
隣接する建物に熱融通するモデルである。そのイメージを図 6.7.1 に示す。DHC がエネルギー消費
原単位の低い熱源を高効率運転域で稼動させ、DHC 需要家に熱を供給、更に熱源が定格域稼働した
無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
プレハブ二重管 -47百万円 28百万円 53百万円 -111百万円 -38百万円 -14百万円
架橋P(1) 17百万円 58百万円 72百万円 -48百万円 -7百万円 7百万円
架橋P(2) -10百万円 46百万円 65百万円 -76百万円 -21百万円 -3百万円
無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
プレハブ二重管 -134百万円 -48百万円 -19百万円 -56百万円 15百万円 39百万円
架橋P(1) -65百万円 -13百万円 4百万円 7百万円 46百万円 60百万円






RM変動 熱融通配管 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3 無し 1/２ 2/3
プレハブ二重管 25年 7年 0年 - 26年 15年 - - 25年 28年 10年 0年
架橋P(1) 0年 0年 0年 30年 11年 0年 - 22年 10年 12年 0年 0年
架橋P(2) 18年 0年 0年 - 19年 8年 - 30年 18年 21年 0年 0年
プレハブ二重管 28年 10年 0年 - 30年 19年 - - - 32年 13年 0年
架橋P(1) 12年 0年 0年 34年 14年 0年 - 26年 - 16年 0年 0年
架橋P(2) 21年 0年 0年 - 22年 11年 - - - 24年 6年 0年
プレハブ二重管 - 18年 6年 - - 27年 - - - - 21年 9年
架橋P(1) 20年 0年 0年 - 23年 11年 - - 25年 23年 5年 0年
架橋P(2) 28年 9年 0年 - 32年 20年 - - 33年 32年 13年 0年
▲10%
▲30%
【50%熱融通のケース】 ホテル 事務所 商業施設 病院
0%




るが、DHC 連携型 SHG は既築建物が自己熱源システムを有しているため、SHG 導入（参画）時期
に制約はない。更に、将来的に、既築建物が建替えや設備更新をした場合、受入側から供給側に役
割変更する事も可能である（図 6.7.2）。同図は DHC と連携せず熱融通するイメージだが、DHC と
共同で供給側の役割を担う事もできる。又、SHG を拡張する場合、適切な熱融通配管の仕様を選択
する事で、配管放熱ロスや搬送動力の制限から DHC から直接熱融通を受入ができないエリアとな
っても、隣接する建物間で SHG を構築する事は可能である。 
 
 
図 6.7.1 DHC連携型 SHG モデル･イメージ図(DHC 供給) 
 
 
図 6.7.2 DHC連携型 SHG モデル･イメージ図（受入から供給への変更） 
 



















































 第６章 既存地域冷暖房と連携した建物間双方向熱融通ネットワークシステムに関する研究 
１３０ 






































 第６章 既存地域冷暖房と連携した建物間双方向熱融通ネットワークシステムに関する研究 
１３１ 
6.8 まとめ 
 本章では、首都圏内の DHC が同需要家に熱供給を行いながら、供給地域に隣接する需要家ではな
い延床面積 1 万㎡の 4 用途の建物（事務所・ホテル・商業施設・病院）と SHG を構築する事を想
定、DHC の余剰熱を熱融通するモデルを設定しシミュレーションを行った。その際、熱融通量は各





源設定（更新 DHC）も設定し評価を行った。結果、省エネルギー率は現 DHC のケースで 0.8％～
10.1％、更新 DHC のケースで 1.2％～13.8％となった。 
SHGによる付帯的なメリットとして、各建物側は熱源機を保有するので、供給保障は不要となる。
従って、全量供給する場合と比べて、細い熱融通配管の敷設で可能であるので、低コスト化や施工
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⚫ 環境省では、メタンガス化施設について循環型社会形成推進交付金の対象として、通常 1/3 に









・ 固形物調整濃度は6～10％。 ・ 固形物調整濃度は25～40％。
・ 厨芥類が対象となる。 ・ 厨芥に紙類を混入したごみを対象にできる。









　例　・厨芥類 ・家畜ふん尿 ・有機性汚泥 　例　・厨芥類 ・紙類　・剪定枝葉　　　


































図 7.2.1 東京 23区部における可燃ごみの再利用状況 
注）出典は東京二十三区清掃協議会「東京 23 区再利用計画書のまとめ」（平成１７年度版） 
 
東京 23 区部における建物用途別発生のごみ組成は、表 7.2.2 に示すように、オフィスビルではご
みの 62.1%を紙類が占め、厨芥は 16.9％、店舗ビルでは紙類 49.4%であるが、厨芥は 32.0％とオフ
ィスの 2 倍である。また、ホテル・結婚式場等では、厨芥の比率は高く、47.1%を占める。 
 
表 7.2.2 東京 23区部各建物用途別発生ごみ組成 
 
注）出典は図 7.2.1 と同じ 
紙類 厨芥 可燃･その他 びん類 缶類 ペットボトル 不燃･その他 合計
オフィスビル 62.1 16.9 1.1 1.5 3.0 2.3 13.1 100.0
店舗ビル 49.4 32.0 0.4 1.9 2.4 1.7 12.2 100.0
ホテル・結婚式場等 29.3 47.1 0.0 6.7 3.3 1.6 12.0 100.0
医療機関 38.4 30.9 2.7 2.1 2.7 2.5 20.7 100.0
学校 43.6 28.9 0.4 1.7 3.7 2.9 18.8 100.0





図 7.2.2 東京 23区部における可燃ごみの構成比率（事業系一般廃棄物） 
注）出典は図 7.2.1 と同じ 
 
図 7.2.2 に示す様に東京 23 区部における事業系一般廃棄物の可燃ごみの構成比率から「厨芥」は












り、厨芥の比率は最大 70％、紙類比率が最大 60％、これらが許容範囲の上限とのことであった。 
 
表 7.2.3 メーカ推奨の乾式メタン発酵適合ごみ性状 
 厨 芥 紙 類 混合ごみ 
ＴＳ（全固形分：％） 20.0 70.0 45.0 
ＶＳ（揮発性分：％） 19.3 61.6 40.5 
全窒素（mg/kg） 7,900 1,500 5,000 


































表 7.2.4 事業系一般廃棄物の平均組成 






区部大規模事業場 49.8％ 37.4％ 12.8％ ― 100％ 
清掃工場搬入ごみ：区部 35.5％ 43.5％ 14.3％ 6.8％ 100％ 
清掃工場搬入ごみ：多摩 31.1％ 36.6％ 18.2％ 14.2％ 100％ 
※東京 23 区再利用計画書、東京 23 区一部事務組合、多摩清掃協議会資料から作成 
 
表 7.2.5 試験ごみの組成と種類 
（実施年度は 2010 年度） 各実証試験ごみの組成と種類  
  第１期（6/1～8/31）  厨芥 50％と紙ごみ 50％（シュレッダー紙のみ）の混合物 
  第２期（9/1～11/22）  同上、紙ごみは、シュレッダー紙と雑紙の 50％混合物 



















表 7.2.6 実証試験用ごみの性状 
試験期間 第１期  第２期  第３期  参考値(表 7.2.3)  
水 分（％）  38.7  40.0  36.4  55.0  
灰 分（％）  5.2  4.7  6.6  4.5  
可燃分（ＶＳ：％）  56.1  55.3  57.0  40.5  
窒 素（mg/l）  6,370  7,120  7,630  5,000  








返送分を除き排出･貯留され、清掃工場に搬送し焼却処分した。（付録図 1.1～1.2･写真 1.1～1.4） 
なお、設備の処理能力は設置スペース制約条件等から、厨芥とその他の紙類の混合ごみを 1 日当
り最大 300kg とした。更に、バイオガス回収量の目標値を、環境省循環型社会形成交付金の高効率
原燃料回収施設の選定数値を参考に、ごみ 1ｔ当り 150Nm3 以上とした。 
実験は実証施設利用の制約から、設定した混合ごみ投入を 1 週間のうち月～金の 5 日間に発酵槽








































性状を表 7.2.8 に示す。 
 










A  混合ごみ処理量(㎏) 14,896  15,919  16,353  47,168  
B  バイオガス（N m3） 5,553  5,852  6,227  17,632  
メタン濃度（%）  53.9  55.0  55.7  54.9 
C  蒸気使用量（㎏） 3,275  4,253  6,035  13,563  
D  残渣排出量（㎏） 8,321  11,972  16,089  36,382  
B/A ガス発生割合（N m3/t） 373  368  381  374  
C/A 蒸気使用割合（㎏/t） 220  267  369  288  




























































水 分（％）  80.4  80.6  80.9  
灰 分（％）  6.1  6.5  6.6  
可燃分（ＶＳ：％）  13.5  12.9  12.5  
窒 素（mg/l）  2,070  2,330  2,100  
高位発熱量（MJ/kg)  2,420  2,300  2,150  
 
以上の結果から、 
① ごみ処理量１トン当たりのバイオガス発生量は、平均 374N m3 と、地方都市において乾式メタ












表 7.2.9 厨芥と紙類のＶＳ分解率の当初計画値とラボ実験値 
 厨 芥 
紙 ご み 
シュレッダー紙 雑 紙 紙類全体 
当初計画値 80 % ― ― 65 % 












































図 7.3.2既存地域冷暖房プラント併設ＵＢＥＳのフロー図  
 
（２）開発予定地の想定 
表 7.3.1 開発予定地の概要 
 










⚫ 各用途別廃棄物発生原単位は「平成 17 年度版東京 23 区再利用計画書のまとめ」（以下、23 区
資料）を使用した。（表 7.3.3） 



















紙類 厨芥 その他 紙類 厨芥 その他 計
190,595 6.2 1.7 2.1 1,181.7 324.0 400.2 1,906.0
51,640 13.5 8.7 5.1 697.1 449.3 263.4 1,409.8
93,370 6.2 1.7 3.9 578.9 158.7 364.1 1,101.8
18,830 4.9 3.3 4.1 92.3 62.1 77.2 231.6
(戸) (ｇ/人・日) (ｇ/人・日) (ｇ/人・日)
246 338 262 150
63,820 4.8 7.7 3.9 306.3 491.4 248.9 1,046.6
131,465 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
17,345 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
567,311 － － － 2,917.0 1,532.6 1,380.8 5,830.4
開発予定地 44,000 6.2 1.7 2.1 1,181.7 74.8 92.4 1,348.9






























図 7.3.3 ケーススタディにおけるエネルギー収支の考え方 
  
エネルギー収支検討結果を 10t/日のケースを表 7.3.4、20t/日のケースを表 7.3.5、50t/日のケースを
表 7.3.6 に示す。乾式メタン発酵施設を導入した場合の余剰エネルギー（外部供給分－施設内使用
分）は、清掃工場焼却と比べて、処理規模 10t/日のケースで 1.62 倍、20t/日のケースで 2.01 倍、50t/
日のケースで 3.31 倍に増加する結果となった。なお、検討に際して使用した値・原単位は、乾式メ
タン発酵装置製造メーカにヒヤリングし確認したデータを付録参考 1～3 に、又、東京 23 区清掃一
部事務組合の資料から整理・作成した東京 23 区内清掃工場別年間データを参考 4～6 に示す。なお、




表 7.3.4 エネルギー収支検討結果（廃棄物処理量 10t/日のケース） 
 
 










り発熱量(kcal)が、各々800kcal/㎏、2,800kcal/㎏から、混合比 50:50 とし、発熱量 1,800kcal/㎏
を算定 
800kcal/㎏ × 0.5 + 2,800kcal/㎏ × 0.5 = 1,800kcal/㎏ 
※4 平成 19 年度 23 区 12 清掃工場の焼却廃棄物平均発熱量(低位)が 2,167kcal/㎏、同発電量が
565,811,190kWh/年、以上から年間発電量÷入熱量(年間廃棄物処理量×焼却ごみ平均熱量) 
565,811,190kWh/年
1,696,247t/年 × 2.167kcal/t × 4.186MJ/kcal ÷ 1,000
= 36.77kWh/GJ 





 10t/日×300日×13.15kWh/t※1×9.76MJ/kWh÷1,000  (1.16Gcal/日※6×1.5※7×365日+0.33Gcal/日※8×300日)











           ×4.186MJ/Mcal÷1000
(a-b)                                                 13,131GJ/年
（バイオガスボイラー） (c.バイオガスボイラー蒸気量) (a-b)×0.87※14 11,424GJ/年
③ 焼却時売電量 ⑨ 乾燥残渣焼却による発電(売電量)
(a.買電量)10t/日×300日×13.15kWh/t (a.買電量)2.4t/日×300日/年×13.15kWh/t
(b.発電量)10t/日×300日×1800kcal/㎏※3×4.186MJ/kcal (b.発電量)2.4t/日×300日×2030kcal/㎏※15×4.186MJ/kcal
              ÷1000×36.77kWh/GJ※4               ÷1000×36.77kWh/GJ






















































1.16Gcal/日。終日メタン発酵は行われるので 365 日適用 
※7 脱臭等を目的とした換気装置動力分として、建物形状・設置場所等により異なることから、
上記 6 の 50%相当量を加算 
※8 メーカの「規模 10t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から蒸気添加量（蒸気熱量）
分、0.33G/日。但し、ごみ原料を投入する際に必要なので原料投入日 300 日を適用 
※9 メーカの「規模 10t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から残渣乾燥消費エネルギー
量は 0.71Gcal/日。乾燥装置は 12h/日なので 1 日当りの投入量を 0.71 Gcal/日×12h/24h 
※10 バイオガス中のメタン濃度 
※11 メタンガス低位発熱量 
※12 メーカの「規模 10t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から搬出残渣 7,965 ㎏/日、同
TS 濃度（固形分）20.9%から乾物は 7,965 ㎏/日×0.209=1,664.7 ㎏/日、同様に残渣水分は 7,965
㎏/日×(1-0.209)= 6,300.3 ㎏/日。乾燥物は 2,379 ㎏/日、同水分 30%、以上から乾燥物の水分
量は 2,379 ㎏/日－1,664.7 ㎏/日=714.3 ㎏/日。以上から、残渣から乾燥物にするために取り除




※14 バイオガスボイラ効率：0.87（2012 年 3 月農林水産省バイオマス事業化戦略資料から） 














2.04Gcal/日。終日メタン発酵は行われるので 365 日適用した。 
※17 メーカの「規模 20t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から蒸気添加量（蒸気熱量）
分、0.52G/日。但し、ごみ原料を投入する際に必要なので原料投入日 300 日を適用した。 
※18 メーカの「規模 20t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から残渣乾燥消費エネルギー
量は 1.63Gcal/日。乾燥装置は 12h/日なので 1 日当りの投入量を 1.63 Gcal/日×12h/24h とし
た。 
※19 メーカの「規模 20t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から搬出残渣 15,730 ㎏/日、
同 TS 濃度（固形分）21.2%から乾物は 15,730 ㎏/日×0.212=3,334.8 ㎏/日、同様に残渣水分は
15,730 ㎏/日×(1－0.212)= 12,395.2 ㎏/日。乾燥物は 4,757 ㎏/日、同水分 30%、以上から乾燥
物の水分量は 4,757 ㎏/日－3,334.8 ㎏/日=1,422.2 ㎏/日。以上から、残渣から乾燥物にするた







表 7.3.6 エネルギー収支検討結果（ごみ処理量 50t/日のケース） 
 20t/日×300日×13.15kWh/t×9.76MJ/kWh÷1,000  (2.04Gcal/日※15×1.5×365日+0.52Gcal/日※16×300日)









                     ×4.186MJ/Mcal÷1000
(a-b)                                                 26,548GJ/年
(c.バイオガスボイラー蒸気量) (a-b)×0.87 23,097GJ/年
③ 焼却時売電量 ⑨ 乾燥残渣焼却による発電(売電量)
(a.買電量)20t/日×300日×13.15kWh/t※1 (a.買電量)4.8t/日×300日/年×13.15kWh/t
              ÷1000×36.77kWh/GJ               ÷1000×36.77kWh/GJ

























































2.88Gcal/日。終日メタン発酵は行われるので 365 日適用した。 
※21 メーカの「規模 50t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から蒸気添加量（蒸気熱量）
分、0.98G/日。但し、ごみ原料を投入する際に必要なので原料投入日 300 日を適用した。 
※22 メーカの「規模 50t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から残渣乾燥消費エネルギー
量は 1.30Gcal/日。乾燥装置は規模が大きくなるため 24h 連続運転となり、1 日当りの投入量
を 1.30Gcal/日とした。 
※23 メーカの「規模 50t/日の乾式メタン+乾燥の概算物質、熱収支」から搬出残渣 38,825 ㎏/日、
同 TS 濃度（固形分）21.4%から乾物は 38,825 ㎏/日×0.214=8,308.6 ㎏/日、同様に残渣水分は
38,825 ㎏/日×(1－0.214)= 30,516.5 ㎏/日。乾燥物は 11,893 ㎏/日、同水分 30%、以上から乾燥
物の水分量は 11,893 ㎏/日－8,308.6 ㎏/日=3,584.4 ㎏/日。以上から、残渣から乾燥物にするた















                     ×4.186MJ/Mcal÷1000
(a-b)                                                 67,084GJ/年
(c.バイオガスボイラー蒸気量) (a-b)×0.87 58,363GJ/年
③ 焼却時売電量 ⑨ 乾燥残渣焼却による発電(売電量)
(a.買電量)50t/日×300日×13.15kWh/t※1 (a.買電量)11.9t/日×300日/年×13.15kWh/t


























                  ×8.557Mcal/Nm3×4.186MJ/Mcal÷1000
電力(売電電力)
5,112GJ/年





























以上の 3 ケースについて比較したグラフを図 7.3.4 に示す。 
 
 
































































































図 7.4.1 活用可能なバイオマス資源量推計フロー 
 
具体的な、検討内容は以下の通り進めた。 
(a) 各地域の現況延床面積を求め、床面積を業務系、商業系、宿泊、住宅の４区分（平成 13 年Ｇ

















表 7.4.1 都市再生緊急整備地域における将来床面積フレーム 
 
 
表 7.4.2 各緊急整備地域における 2001年以降の開発プロジェクト 
 
  
業務系 商業系 宿泊 住宅 合計
a.平13GISデータ 8,995 1,141 377 58 10,571 330
b.開発プロジェクト 2,209 211 82 0 2,502 78
c.計 11,204 1,352 459 58 13,073 409
a.平13GISデータ 8,909 1,195 1,121 2,067 13,292 225
b.開発プロジェクト 3,752 519 418 494 5,183 88
c.計 12,661 1,714 1,539 2,561 18,475 313
a.平13GISデータ 3,054 495 105 152 3,806 238
b.開発プロジェクト 289 94 12 49 444 28
c.計 3,343 589 117 201 4,250 266
a.平13GISデータ 5,856 1,451 482 3,646 11,435 113
b.開発プロジェクト 474 239 9 2,376 3,098 31
c.計 6,330 1,690 491 6,022 14,533 144
a.平13GISデータ 4,236 1,008 1,267 539 7,050 320
b.開発プロジェクト 280 22 0 301 603 27
c.計 4,516 1,030 1,267 840 7,653 348
a.平13GISデータ 19 9 0 58 86 87
b.開発プロジェクト 5 5 0 130 140 140
c.計 24 14 0 188 226 227
a.平13GISデータ 909 74 33 356 1,372 229
b.開発プロジェクト 429 18 0 415 862 144
c.計 1,338 92 33 771 2,234 373
a.平13GISデータ 1,952 1,169 398 244 3,763 271
b.開発プロジェクト 115 43 0 2 160 12
c.計 2,067 1,212 398 246 3,923 282
a.平13GISデータ 33,930 6,542 3,783 7,120 51,375
b.開発プロジェクト 7,553 1,151 521 3,767 12,992







































3,752 519 418 494 5,183
秋葉原・神田地














280 22 0 301 603





429 18 0 415 862
渋谷駅周辺地域 桜丘口地区 115 43 0 2 160











表 7.4.3  廃棄物発生源単位及びバイオマス資源組成率 
 
*1: 「平成 17 年度版東京 23 区再利用計画書のまとめ」による 
*2: 下記より設定 
・各区再利用対象物保管場所設置届作成要領の住宅排出基準値：1kg/人・日 
・都区部平均世帯人員：2.126 人（平 15 東京都統計年鑑） 
・都区部住宅延床面積：61.92 ㎡/戸(平 15 東京都統計年鑑) 
*3: 都市機構資料（「集合住宅の生ごみ処理」） 
*4:「平成 17 年度版東京 23 区再利用計画書のまとめ」による建物用途別紙ごみの割合に、非再
利用率として 23 区紙類非再利用率平均値(26.0%)を乗じて設定。 





算結果を表 7.4.4 に示す。 
 
表 7.4.4 地域別廃棄物発生量及びバイオマス資源発生量試算結果 
 
※1：廃棄物発生量＝用途別(a)×(b)の合計、※2：バイオマス資源発生量＝各廃棄物発生量×｛(c)+(d)｝ 
業務系 10.0 (*1) 16.9 (*1) 16.1 (*4)
商業系 27.3 (*1) 32.0 (*1) 12.8 (*4)
宿泊 16.4 (*1) 47.1 (*1) 7.6 (*4)







業務系 商業系 宿泊 住宅
東京駅・有楽町周辺地域 11,204 1,352 459 58 157,202 57,959
新橋周辺・赤坂・六本木 12,661 1,714 1,539 2,561 230,654 91,244
秋葉原・神田地域 3,343 589 117 201 53,941 20,438
東京臨海地域 6,330 1,690 491 6,022 192,764 80,514
新宿駅周辺地域 4,516 1,030 1,267 840 104,558 43,686
新宿富久地域 24 14 0 188 2,972 1,329
大崎駅周辺地域 1,338 92 33 771 26,070 10,260
渋谷駅周辺地域 2,067 1,212 398 246 63,360 26,626
(b)用途別廃棄物原単位（㎏/㎡・年） 10.0 27.3 16.4 12.5
(c)用途別厨芥ごみ割合（%） 16.9 32.0 47.1 35.0



















項で行った実証実験では水分は 40.0％弱でガス発生割合が 370Nｍ3/t 程度であったが、京都バイオ





表 7.4.5   ＵＢＥＳエネルギー量 
 




























表 7.4.6 対象地域温熱需要量 
 
※1・2：平成 27 年度東京都地域エネルギー供給実績報告書及びエネルギー有効利用計画書から 
  
単位：GJ
蒸気 直接蒸気 温水 合計
302,352 12,376 16,016
丸の内一丁目・二丁目 335,927 - -
八重洲日本橋 13,825 764 -
108,827 - -




銀座５・６丁目 - - 1,917
922,844 20,870 50,987 994,701
33,803 - -





虎ノ門４丁目城山 15,954 656 -
赤坂・六本木アークヒルズ 84,164 6,490 -
116,979 15,522 -
13,353 1,163 5,247
512,309 44,549 5,247 562,105
- - 22,462
0 0 22,462 22,462
東京臨海副都心 - - 383,329
- - 13,382
- - 10,220
豊洲３丁目※1 - - 19,738
晴海アイランド - - 33,014
87,428 6,961 -
87,428 6,961 459,683 554,072
新宿歌舞伎町 43396 2917 -






西新宿６丁目 186638 1928 4732
1,187,637 37,092 14,730 1,239,459
0 0 25,890 25,890
15,306
0 0 15,306 15,306
24,414



























































表 7.4.7 に示す。 
 
表 7.4.7 ＵＢＥＳ導入効果 
 





東京駅・有楽町周辺地域 11,592 242,037 994,701 24%
新橋周辺・赤坂・六本木 18,249 381,035 562,105 68%
秋葉原・神田地域 4,088 85,351 22,462 380%
東京臨海地域 16,103 336,228 554,072 61%
新宿駅周辺地域 8,737 182,431 1,239,459 15%
新宿富久地域 266 5,550 25,890 21%
大崎駅周辺地域 2,052 42,847 15,306 280%



















































図 7.4.3 東京 23区内における温熱需要場所と清掃工場の位置関係 
 





























































7-3) 森田他,先進型高効率乾式メタン発酵システム実験事業（第 1 報）～可燃ごみ各組成のバイオ
ガス発生特性に関する研究,第 17 回廃棄物学会研究発表会講演論文集（2006） 
 第７章事業系一般廃棄物起源バイオガスのポテンシャルと地域熱供給システムにおける活用効果 
１５９ 
7-4) 環境省 HP：メタンガス化に関する用語集 
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7-5) 二條他, 先進型高効率乾式メタン発酵システム実験事業（第 2 報）～－実験事業の概要及び
実験システムの運転報告,第 19 回廃棄物学会研究発表会講演論文（2008） 
7-6) 京都バイオサイクルプロジェクト高効率メタン発酵技術開発（第 2 報）､第 20 回廃棄物学会
研究発表会論文集､pp.295-296 ､2009 
7-7) 日本ガス協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、http://www.gas.or.jp/bio/contents/bio_gas.html 




























【参考 4】東京 23区内清掃工場のごみ焼却量、買電量及び売電量 
 
※1 ごみ処理量、買電量、売電量の数値は「平成 19 年度清掃工場等作業年報」東京二十三区清掃一部事務組合 
 
 
【参考 5】東京 23区内清掃工場の補助燃料使用量 
 









































































































































































































 第８章 結論 
１６４ 
第８章  結論  
8.1 各章のまとめ及び総括  
 以下に、各章の成果を総括して述べる。  
 











SH G と略す）」に関する研究を行った。  
論文構成としては、 SH G の考え方・必要な機能の整理・提案を行うと共に、
模擬実験装置によりその可能性を検討するとした。次に、既成市街地に SH G を
導入できた場合の有効性に関する評価を行った。一つは、段階的に熱源更新が
行われる複数の既築建物に SH G を形成したモデルスタディ、いま一つは既存
地域熱供給の熱源プラントと熱供給需要家以外の周辺建物間で SH G を形成し





【第 2 章】建物間双方向熱融通ネットワークシステムの検討  
第 2 章では、既成市街地の熱エネルギーの面的利用の方策として、街区・地
区内の複数の建物間において供給側と受入側の役割が、異なる期間や時間帯の






提案する SH G は熱融通相互接続装置（以下、熱ルータ）、熱融通配管、各建
物等の熱源機等から構成される。熱源機の稼働制御は以下を想定した。接続さ








熱融通配管に必要な適用事項を検討した。既存 D H C の負荷特性を参考に高効
率熱源機が融通する熱量はベース負荷を想定し、エネルギーロス（搬送動力と
配管放熱量）の観点から制限があると考え、熱融通配管口径は最大 20 0A 程度
が目安となる事を示した。  
 














間を計測した。なお、上記の全ての組合せは 4 台全てが運転するケース 14 通
り、 4 台中 3 台が運転するケース 18 通り、 4 台中 2 台が運転するケース 6 通り
の計 38 通りである。遷移実験は 2 台→ 3 台→ 4 台→ 3 台→ 2 台の組合せで行っ
た。  
結果、熱ルータの組合せ実験及び遷移実験について、自動制御にて目標の流
量分布となった際の設定流量と計測流量の誤差は最大 5 . 8％、平均 0 .6％（目標
値： 1 0%以内）と目標設定内である事を確認した。又、移行時間についても、
自動制御で水の流れが安定するまでの時間は 3 分程度（目標値 : 1 0 分以内）で
あった。以上から異なる流量分布に移行させる事 が可能である事を確認した。 
 
【第 4 章】実建物における建物熱融通に関する実証研究  
第 4 章では、分散型エネルギー複合最適化実証研究の一環として行った、太
陽熱集熱装置（ 68 ㎡・ 3 6 ㎾）を有する建物（特老ホーム）と C G S（ 3 70 ㎾×1
 第８章 結論 
１６６ 








要対応は、太陽熱集熱分で 10 %、エネルギーセンターからの融通分で 35 %、自
己熱源（ガスボイラ）で 55 %を賄った。結果、特老ホームの年間省エネルギー
率は 2 1%となった。更に、需要に合わせてエネルギー消費量の少ない熱源（太
陽熱や C G S 廃熱利用熱源）を優先的に稼働させる熱源統合制御の導入効果検証
を行い、結果、熱源統合制御を行う事で、通常の台数制御に比べて太陽熱と C G S




第 5 章では、 SH G の基本型と捉えることができる複数建物間で SH G を形成
するモデルを設定しシミュレーションを行い評価した。具体的には、 4 つの既
築建物を対象に段階的に 35 年間に渡って熱源更新する設定（熱源 C O P を更新
毎に見直し）を行い、熱の供給と受入の役割を変更する SH G のシミュレーショ
ンを行い、その導入効果の評価を行った。先ず、基礎データとして SH G の計






結果、C G S 定格運転ケースの場合、省エネルギー率は、熱融通を行わない場
合と比べて 31 年度目（ B ビル（ホテル）を建替えと想定し、熱源方式を吸収式
から空冷ヒートポンプに変更した他の期間と傾向が異なる）を除き、 6 年度目
～ 30 年度目まで、 1 0％熱融通割合で平均 16 . 6％、同様に 2 0％で 2 1 . 2％、 3 0％
で 2 2 . 3％上回り、年次を経る毎に増加する傾向を確認できた。  
熱融通受入量に対するエネルギーロス（搬送動力・放熱ロス）は、全ケース
で年間放熱ロス率 1 . 71～ 2 .3 3％、年間搬送動力率 0 .95 %～ 1 .11%となり、熱融通
受入量に対して 5％未満を確認した。  
次に、熱源稼働時間について、35 年間の各建物の累積時間を比較した。双方
向熱融通割合 10 %で 9 6 . 9％、同 20 %で 78 .1 %、同 30 %で 6 9％と短くなる事を確
 第８章 結論 
１６７ 
認した。  







の導入効果を評価した。具体的には、既成市街地の既存地域熱供給（ D H C）と
D H C 需要家以外の周辺建物との間で S H G を形成、これを D H C から熱融通する
「 SH G 地域熱供給連携型」の導入効果及びその事業性の評価を行った。検討モ
デルは、既存地域冷暖房の熱源プラントと地域冷暖房エリアに隣接する延床面
積 1 万㎡の既築モデル建物 1 棟（建物用途：ホテル・事務所・商業施設・病院
の 4 用途）を熱融通配管で接続し、熱源プラントからモデルビルに熱を供給す
る。  
そして、熱融通配管の延長を 50 m、 1 00 m、 2 00 m と変化させ感度分析を行っ
た。熱融通量についても各建物の年間需要量の 10％、3 0％、50 %相当量を 876 0
時間で除した熱量に変えてそれぞれ検証した。  
シミュレーションの結果、省エネルギー率が 0 .8％～ 1 0 .1％である事を確認し
た。  


















 第８章 結論 
１６８ 
370N ㎥以上のバイオガス製造を確認した）。  
次に、前記実証実験で確認したデータを元に、検討モデル地区に SH G 地域冷
暖房連携型バイオマス利用モデルを想定し、エネルギー収支計算を行った。検
討モデル地区で想定されるバイオマス資源対象ごみ量は 10 t /日程度であるが、
感度分析の観点から、バイオマス資源対象ごみ量 20 t /日、 50 t /日を含めた 3 ケ
ースについて、清掃工場で焼却処分するケースとエネルギー収支の比較行った。
結果、清掃工場で焼却処分するケースと比べて、 1 0 t /日で 1 . 62 倍、 20 t /日のケ
ースで 2 .01 倍、5 0 t /日のケースで 3 . 31 倍と余剰エネルギー（外部供給分－施設
内使用分）が増加する事を確認した。  
更に、都内の各都市再生緊急整備地域のバイオマス資源発生量を想定し、同
じ地域内で地域冷暖房事業を行っている D H C と SH G 地域冷暖房連携型バイオ
マス利用モデルを適用した場合の導入効果について検討した。結果、対象地域
内の地域冷暖房施設等の温熱需要の 1 5～ 4 55％相当のバイオガスボイラによる
温熱製造が可能である事を示した。  
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ム）と CGS を有する建物（エネルギーセンター）間で、太陽熱と CGS 廃熱の熱融通制御の評価
を行い、年間太陽熱集熱量の 57%を特老ホームで自家消費し、残りの 43%をエネルギーセンター
に融通、特老ホームの年間省エネルギー率は 21%となった。 
次に、SHG の導入効果について段階的に熱源更新する既成市街地内の 4 棟の既築建物を対象に 
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 ※ 報告番号 
 
             第    号   
 
  氏 名 永井 猛 
同システムの計画・設計時に必要な事項を整理し、シミュレーションを行った。結果、省エネ
ルギー率は熱融通を行わない場合に比べ 6～30 年度目まで熱融通割合 10％、20％、30％の場
合、それぞれ平均 16.6%、 21.2%、22.3%上回り、年次を経る毎に増加する傾向を確認した。  
更に発展形として、既存 DHC との連携型を考え評価を行った。既存 DHC の熱源プラントと
同エリアに隣接する既築モデル 4 用途の建物と熱融通を設定、熱融通割合・配管延長を変えた
シミュレーションを行った。結果、省エネルギー率は現 DHC の場合 0.8～10.1％、更新を想定
した更新 DHC の場合 1.2～13.8％となった。  
最後に都市部における再生可能エネルギーの活用として事業系一般廃棄物由来のバイオガス
に着目、前記の DHC 連携型への展開を想定したモデルを考え、導入評価を行った。バイオガ
スのポテンシャル評価を行うため、乾式メタン発酵実証試験を行い、ガス発生割合等の確認を
行った。結果、環境省のバイオガス発生ガイド値の 2 倍以上の発生量を確認した。同値を使用
したモデルスタディを行い、従来の焼却処分に比べて、活用できる余剰エネルギーを確認し
た。又、都内の都市再生緊急整備地域内のバイオマス資源量を推計し、同地域内で DHC 連携
型モデルを導入した場合のスタディを行い、温熱需要の 15～455％相当のバイオマスガス由来
蒸気の活用が見込める事を確認した。  
本研究の成果として得られた SHG の考え方とシミュレーションツール、導入効果の検証結
果が、関係者に理解され、既成市街地における既築建物の継続的な省エネルギーを図るため一
方策として、貢献する事が期待される。  
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